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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 最近５連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移

　

回次 第60期 第61期 第62期 第63期 第64期

決算年月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月

売上高 (百万円) 238,988 236,738 281,868 301,944 247,734

経常利益 (百万円) 3,993 5,333 23,216 30,861 17,659

当期純利益 (百万円) 1,135 1,411 11,352 24,400 11,156

純資産額 (百万円) 85,960 91,950 120,137 141,686 146,456

総資産額 (百万円) 190,751 188,097 218,090 223,275 195,286

１株当たり純資産額 (円) 1,182.741,263.791,416.241,619.891,674.63

１株当たり
当期純利益金額

(円) 14.42 18.00 153.93 282.77 127.55

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益金額

(円) 12.15 14.95 129.73 278.96 ―

自己資本比率 (％) 45.1 48.9 55.1 63.5 75.0

自己資本利益率 (％) 1.3 1.6 10.7 18.6 7.7

株価収益率 (倍) 83.0 85.5 25.3 11.1 11.1

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 13,806 15,984 23,496 21,181 27,451

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △21,466 △9,690 △15,070 △13,255 △13,180

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 2,599 △3,876 △5,094 △6,860 △6,968

現金及び現金同等物
の期末残高

(百万円) 25,335 28,822 32,586 32,367 38,636

従業員数 (名) 54,622 46,704 48,746 44,295 32,175

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　従業員数は、就業人員数を表示しております。

３　第64期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。
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(2) 提出会社の最近５事業年度に係る主要な経営指標等の推移

　

回次 第60期 第61期 第62期 第63期 第64期

決算年月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月

売上高 (百万円) 226,428 226,493 269,589 290,019 238,410

経常利益 (百万円) 4,075 7,066 19,528 30,374 13,605

当期純利益 (百万円) 1,668 5,958 8,061 24,975 8,073

資本金 (百万円) 29,912 29,912 38,107 39,890 39,890

発行済株式総数 (株) 72,694,75272,694,75284,853,47887,498,11987,498,119

純資産額 (百万円) 87,339 92,115 115,364 141,051 144,745

総資産額 (百万円) 186,318 183,503 209,598 219,148 192,589

１株当たり純資産額 (円) 1,201.711,266.061,359.971,612.631,655.06

１株当たり配当額
(内１株当たり
中間配当額)

(円)

(円)

15.00
 

(―)

15.00
 

(―)

33.00
 

(―)

50.00
 

(―)

35.00
 

(―)

１株当たり
当期純利益金額

(円) 21.75 80.57 109.31 289.44 92.30

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益金額

(円) 18.32 66.91 92.12 285.53 ―

自己資本比率 (％) 46.9 50.2 55.0 64.4 75.2

自己資本利益率 (％) 1.9 6.6 7.8 19.5 5.6

株価収益率 (倍) 55.0 19.1 35.7 10.9 15.3

配当性向 (％) 65.3 18.6 30.2 17.3 37.9

従業員数 (名) 2,676 2,656 2,660 2,919 2,921

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　従業員数は、就業人員数を表示しております。

３　第64期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。
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２ 【沿革】

当社は、昭和29年１月６日三美電機製作所(昭和34年11月ミツミ電機株式会社に商号変更)として設立さ

れましたが、株式の額面金額を500円から50円に変更するため、昭和24年４月16日設立の日昇金属株式会社

(昭和36年８月ミツミ電機株式会社に商号変更)を形式上の存続会社とし、昭和37年４月11日を合併期日と

して吸収合併されたものであります。

従いまして、以下の記載につきましては、実質上の存続会社であるミツミ電機株式会社(被合併会社)及び

主要な関係会社に関する事項について記載しております。

　

昭和29年１月 森部　一ほかが、東京都大田区雪ヶ谷に三美電機製作所を設立

昭和34年９月 東京都調布市国領町に調布工場を建設

　　　　11月 ミツミ電機株式会社に商号を変更

昭和35年９月 資本金を２億円に増資、東京店頭市場に株式を公開

昭和36年10月東京、大阪両証券取引所市場第二部に上場

昭和37年４月 株式額面変更のため、昭和24年４月16日設立の同名ミツミ電機株式会社に吸収合併さ

れ、資本金４億１百万円となる

昭和40年12月神奈川県厚木市に厚木事業所を開設

昭和41年２月 米国にMITSUMI ELECTRONICS CORP.(現・連結子会社)を設立

　　　　10月 東京、大阪両証券取引所市場第一部に指定替え

昭和44年３月 九州ミツミ株式会社(連結子会社)を設立

　　　　７月 中華民国台湾省にTAIPEI MITSUMI CO., LTD. (現・連結子会社)を設立

　　　　11月 GBC(ドイツ無記名証書)方式による320万株の時価発行を行い、フランクフルト証券取

引所に上場

昭和46年７月 本店所在地を東京都調布市国領町八丁目８番地２に移転

昭和52年１月 ドイツ連邦共和国にDEUTSCHE MITSUMI GmbH(現・MITSUMI ELECTRONICS EUROPE GmbH、連結子

会社)を設立

昭和55年６月 フィリピン共和国にMITSUMI PHILIPPINES, INC.(現・連結子会社)を設立

昭和61年６月 香港に支店を開設

　　　　７月 シンガポールに支店を開設

平成元年１月 フィリピン共和国にCEBU MITSUMI, INC.(現・連結子会社)を設立

平成３年６月 中華人民共和国に珠海三美電機有限公司(現・連結子会社)を設立

中華民国台湾省台北市に支店を開設

平成４年３月 中華人民共和国に青島三美電機有限公司(現・連結子会社)を設立

　　　　４月 中華人民共和国に天津三美電機有限公司(現・連結子会社)を設立

平成14年10月中華人民共和国に呉江三美電子有限公司(現・連結子会社)を設立

　　　　11月 本店所在地を東京都多摩市鶴牧二丁目11番地２に移転

平成15年10月国内連結子会社４社(秋田ミツミ株式会社、山形ミツミ株式会社、ミツミニューテク株

式会社、栃木ミツミ株式会社)を吸収合併

平成16年12月北海道千歳市の千歳事業所が稼動開始

平成19年10月九州ミツミ株式会社を吸収合併
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３ 【事業の内容】

当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営んでおります主な事業内容は、電気、通信機器の部品の製造

販売であり、当社(連結財務諸表提出会社)、連結子会社15社、持分法適用の非連結子会社１社、持分法適用の

１有限責任事業組合及び持分法非適用の非連結子会社１社により構成されております。

当社グループの製品集計区分(以下、事業部門と記載)及び当社と関係会社の当該事業部門に係わる位置

付けは、次のとおりであります。
　
半導体デバイス

当事業部門におきましては、リニアICなどのアナログ製品を中心に通信機器、デジタルAV機器、OA機器、測

定機器など、あらゆる電子機器に必要な各種IC製品の製造・販売を行っております。主力製品としては、リ

セット用、電池関連用等の半導体や当社グループ独自のモジュール製品で携帯機器のリチウム電池向けと

して高信頼性で市場から高い評価を得ている電池パックモジュール「COB」（Chip On Board）などがあり

ます。

　また、今後につきましてはプロセス技術のさらなる強化、アナログ・デジタルのミックスシグナル製品の

充実などにより、継続的な事業拡大と新たな企業価値を目指した“新事業の創出”を標榜してまいります。

具体的には、当社の半導体事業の柱となっている独自プロセスによる「アナログ系半導体」と「デジタル

系半導体」の二つの製品分野に加えて、第三の事業の柱としてアナログをベースにマイコンとメモリーを

組み合せたSoC（System on Chip）製品分野を育てあげ結実を図る所存であります。

〔主な連結子会社〕

CEBU MITSUMI,INC.
　
光デバイス

当事業部門におきましては、これまで培ってきた光学技術やメカトロニクス技術を活用し、携帯電話、

ウェブカメラ、自動車関連機器向けなどの市場にカメラモジュールの新製品を投入し、既存事業の拡大を

図ってまいります。さらに超精密加工・成膜等のコア技術の応用範囲を広げ、新市場・新分野製品の創出に

より、事業の拡大を計画しております。

〔主な連結子会社〕

CEBU MITSUMI,INC.
　
機構部品

当事業部門はコネクタ、コイル、スイッチ、モータなどの基幹部品から各種組立製品で構成されておりま

すが、デジタルAV機器、アミューズメント機器、自動車関連機器などの市場で堅調な需要の回復が見込まれ

ることから、積極的な事業拡大を図ってまいります。

　コネクタ事業は、各種カード用やカメラモジュールコネクタ、インターフェイスコネクタなどのライン

アップの充実を図り、携帯電話やデジタルカメラなどの携帯機器やデジタルAV機器向けに小型・薄型の製

品の拡販に注力してまいります。コイル関連ではデジタル機器や次世代携帯電話用の小型・薄型の昇圧ト

ランス等を開発・拡販してまいります。スイッチ関連では各種信号系の小型・薄型操作スイッチの品揃え

の充実により、スライドスイッチやタクティールスイッチなどの開発を強化してまいります。

〔主な連結子会社〕

CEBU MITSUMI,INC.、青島三美電機有限公司、珠海三美電機有限公司
　
高周波部品

当事業部門におきましては、当社の得意とする高周波技術を利用した製品群で、テレビ・ラジオ用チュ－

ナ、GPS・衛星放送用アンテナ、ワイヤレスモジュールなどを扱っております。

　特にワイヤレスモジュール製品は、自動車関連機器向け、モバイル機器向け、アミューズメント機器向け、

デジタルAV機器向けなど広範囲な市場で需要の拡大が見込まれることから、新製品の開発スピードを加速

させ、積極的な事業拡大を図ってまいります。

〔主な連結子会社〕

MITSUMI PHILIPPINES,INC.、天津三美電機有限公司
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電源部品

当事業部門におきましては、デジタルAV機器向け、モバイル機器向け、アミューズメント機器向けなど多

岐にわたるスイッチング電源関連製品を扱っていますが、電源関連部品の用途は幅広く、市場は長期的に拡

大傾向にあります。

　組込み型製品は液晶テレビ用市場や複写機及びレーザー・プリンタ市場、ブルーレイ市場のニーズにあわ

せて、超薄型・高効率の電源などを製品化してまいります。また、ACアダプタ関連製品はモバイル機器向け、

デジタルAV機器向けの標準充電器に加えて、LED照明用電源などの新製品を継続して開発し、事業の拡大を

図ってまいります。

〔主な連結子会社〕

珠海三美電機有限公司、天津三美電機有限公司、MITSUMI PHILIPPINES,INC.
　
情報通信機器

当事業部門におきましては、テープストレージ製品、キーボードスイッチ、マウスなどのインプットデバ

イス製品、デジタルネットワーク機器の製造・販売を行っております。今後につきましても計画的に不採算

製品の整理を実施し、本事業全体の見直しを行ってまいります。

〔主な連結子会社〕

CEBU MITSUMI,INC.
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　以上に述べました当社グループの事業の系統図は以下のとおりであります。
　

　 (注) １　図中の番号※１～６は当社の主な製品区分と関係会社各社の事業との関連を示しております。

２　一部の海外製造子会社は、外部得意先へ直接販売も行っております。
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４ 【関係会社の状況】

　

名称 住所
資本金又は
出資金

主要な事業
の内容

議決権の
所有(被所有)割合

関係内容
所有割合
(％)

被所有割
合(％)

　 　 　 　 　 　 　

(連結子会社)
 
　TAIWAN
　MITSUMI
　CO., LTD.

　
　
中華民国
台湾省高雄縣
大寮郷

　
　
201,826千
新台湾元

 
 
機構部品

 
 

100

 
 

―

　
　
当社の機構部品を製造
しております。
役員の兼任…有

　 　 　 　 　 　 　
　 　 　 　 　 　 　
　TAIPEI
　MITSUMI
　CO., LTD.

中華民国
台湾省基隆市

517,512千
新台湾元

機構部品
高周波部品
情報通信機器
 

100 ― 当社の機構部品、高周
波部品、情報通信機器
を製造しております。
役員の兼任…無

　 　 　 　 　 　 　
　 　 　 　 　 　 　
　MITSUMI 
　CO.,LTD.
 

中華人民共和
国香港特別行
政区

8,000千
香港ドル

香港地区統括 100 ― 当社グループ香港地区
の統括を行っておりま
す。
役員の兼任…有

　 　 　 　 　 　 　
　 　 　 　 　 　 　
　韓国三美
　株式会社

大韓民国
ソウル市

2,000,000千
韓国ウォン

販売 100 ― 当社グループの製品の
販売を行っておりま
す。
役員の兼任…有

　 　 　 　 　 　 　
　 　 　 　 　 　 　
　MITSUMI
　PHILIPPINES,
　INC.
　　※１

Mariveles,
Bataan,
Philippines

1,186,000千
フィリピン

ペソ

半導体デバイス
機構部品
高周波部品
電源部品
情報通信機器
 

100 ― 当社の半導体デバイ
ス、機構部品、高周波部
品、電源部品、情報通信
機器を製造しておりま
す。
役員の兼任…有

　 　 　 　 　 　 　
　 　 　 　 　 　 　
　CEBU
　MITSUMI,INC.
　　※１

Danao City,
Cebu,
Philippines

1,145,683千
フィリピン

ペソ

半導体デバイス
光デバイス
機構部品
情報通信機器

100 ― 当社の半導体デバイ
ス、光デバイス、機構部
品、情報通信機器を製
造しております。
役員の兼任…有

　 　 　 　 　 　 　
　 　 　 　 　 　 　
　MITSUMI
　ELECTRONICS
　(SINGAPORE)
　PTE.LTD.

Republic of
Singapore

3,800千
シンガポー
ルドル

情報通信機器 100 ― 当社の情報通信機器を
製造しております。
役員の兼任…有

　 　 　 　 　 　 　
　 　 　 　 　 　 　
　MITSUMI
　TECHNOLOGY(M)
　SDN.BHD.

Pontian
Johor State,
Malaysia

35,000千
マレーシア
リンギット

高周波部品
電源部品
情報通信機器

100
 

― 当社の高周波部品、電
源部品、情報通信機器
を製造しております。
役員の兼任…有

　 　 　 　 　 　 　
　 　 　 　 　 　 　
　MITSUMI
　(THAILAND)
　CO.,LTD.

Chonburi,
Thailand

130,000千
タイバーツ

機構部品
高周波部品
情報通信機器

100 ― 当社の機構部品、高周
波部品、情報通信機器
を製造しております。
役員の兼任…有
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名称 住所
資本金又は
出資金

主要な事業
の内容

議決権の
所有(被所有)割合

関係内容
所有割合
(％)

被所有割
合(％)

　 　 　 　 　 　 　
　珠海三美電機
　有限公司
　　※１

中華人民共和
国広東省
珠海市

230,358千
人民元

機構部品
高周波部品
電源部品
情報通信機器
 

100 ― 当社の機構部品、高周
波部品、電源部品、情報
通信機器を製造してお
ります。
役員の兼任…有

　 　 　 　 　 　 　
　 　 　 　 　 　 　
　青島三美電機
　有限公司
　　※１

中華人民共和
国山東省
青島市

38,850千 
米ドル

機構部品
情報通信機器

100 ― 当社の機構部品、情報
通信機器を製造してお
ります。
役員の兼任…有

　 　 　 　 　 　 　
　 　 　 　 　 　 　
　天津三美電機
　有限公司
　　※１

中華人民共和
国天津市

40,825千
米ドル

光デバイス
機構部品
高周波部品
電源部品
情報通信機器

100 ― 当社の光デバイス、機
構部品、高周波部品、電
源部品、情報通信機器
を製造しております。
役員の兼任…有

　 　 　 　 　 　 　
　 　 　 　 　 　 　
　呉江三美電子
　有限公司

中華人民共和
国江蘇省
呉江市

107,597千
人民元

半導体デバイス
光デバイス
電源部品

100 ― 当社の半導体デバイ
ス、光デバイス、電源部
品を製造しておりま
す。
役員の兼任…有

　 　 　 　 　 　 　
　 　 　 　 　 　 　
　MITSUMI
　ELECTRONICS
　EUROPE GmbH

Eschborn,
Germany

4,750千
ユーロ

販売 100 ― 当社グループの製品の
販売を行っておりま
す。
役員の兼任…有

　 　 　 　 　 　 　
　 　 　 　 　 　 　
　MITSUMI
　ELECTRONICS
　CORP.

Novi,
Michigan
U.S.A.

4,000千
米ドル

販売 100 ― 当社グループの製品の
販売を行っておりま
す。
役員の兼任…有

　 　 　 　 　 　 　
　 　 　 　 　 　 　
(持分法適用会社) 　 　 　 　 　 　
　 　 　 　 　 　 　
  感染症診断キット
  有限責任事業組合

北海道千歳市 151百万円検出装置の開発 ― ― 職務執行者を派遣して
おります。

　 　 　 　 　 　 　
　 　 　 　 　 　 　
  MITSUMI REALTY,
  INC.
　 ※２

Danao City,
Cebu,
Philippines

100,000千
フィリピン

ペソ

不動産のリース 40 ― CEBU MITSUMI,INC.
の土地のリースを受け
ております。
役員の兼任…有

　 　 　 　 　 　 　
(注) １　主要な事業の内容欄には、事業部門の名称を記載しております。

２　有価証券届出書または有価証券報告書を提出している会社はありません。

３　※１は、特定子会社であります。

４　※２は、持分は百分の五十以下ですが、実質的に支配しているため子会社としております。しかしながら、重要

性に乏しいため、持分法を適用しております。
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５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

(平成21年３月31日現在)

事業部門 従業員数(名)

半導体デバイス 2,532

光デバイス 2,235

機構部品 15,676

高周波部品 3,304

電源部品 4,766

情報通信機器 1,314

全社(共通) 2,348

合計 32,175

(注) １　従業員数は、就業人員数であります。

２　臨時従業員数は、従業員数に占める割合が100分の10に満たないため記載を省略しております。

３　全社(共通)として記載されている従業員数は、特定の事業部門に区分できない管理部門等に所属しているもの

であります。

４　前連結会計年度末に比べ従業員数が12,120名減少しておりますが、この減少の大部分は海外製造子会社の経営

合理化及び事業再構築に伴う人員減であります。

　

(2) 提出会社の状況

(平成21年３月31日現在)

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

2,921 41.2 15.1 6,609

(注) １　従業員数は、当社からの出向者130名を除いた就業人員数であります。

２　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３　臨時従業員数は、従業員数に占める割合が100分の10に満たないため記載を省略しております。

　

(3) 労働組合の状況

当社グループには、国内、在外の各社(一部在外子会社は除く)において労働組合が組織されております

が、労使関係は安定しており、特記すべき事項はありません。

　

EDINET提出書類

ミツミ電機株式会社(E01785)

有価証券報告書

 10/108



第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度における経済情勢を概観しますと、上半期は原油や資源価格の高騰に直面し、米国や欧

州の景気減速と新興国・資源国に成長鈍化をもたらしました。下半期に入ると、顕在化した経済・金融危

機が実体経済に甚大な影響を与え、需要の急速な冷え込みによる世界同時不況へと深刻化しました。金融

危機の震源地である米国では、経営再建中の大手金融機関や自動車会社への公的資金による支援で破綻

の回避を図りましたが、不良資産処理などの抜本策が見えず、また再建の目処は立たない状況にありまし

た。欧州では、英独仏などの主要国の金融機関が機能不全に陥り、東欧諸国など域内新興国も経済と財政

の両面で悪化が進行しました。企業の景況感は依然として弱含み、金融面でも不良資産の増加など負の連

鎖の拡大懸念が払拭されず、未だ景気低迷の底が見えない状況にあります。わが国経済も昨年秋以降、国

内需要の減少や輸出の急激な落ち込みにより、自動車・電機などの大手製造業各社が大幅な欠損に転落

するなど、事業環境の深刻さが浮き彫りになりました。さらに企業業績の悪化は、非正規労働者から始ま

るかつてない雇用不安の拡大に連鎖し、消費マインドの低迷が企業収益の下振れを一層助長する悪循環

を生み出しております。

　当電子部品業界におきましても、堅調だった上半期から一転し、下半期は世界的な規模での市場縮小が

鮮明となり、さらに月を追って事業環境が悪化しました。顧客である完成品メーカーの販売不振に過剰在

庫の調整が重なり、大幅な減産を余儀なくされた結果、電子部品全般において受注数量の減少と販売価格

の下落が加速度的に進行しました。分野別では、成長を牽引していた薄型テレビ、デジタルカメラ、携帯電

話などのデジタル・通信機器や車載機器などの市場の落ち込みにより関連部品の市場が低迷し、収益悪

化の主要因となりました。また、一部の廉価版ノートパソコンやアミューズメント機器などの市場は環境

の変化が著しいなかにあっても需要は総じて堅調に推移しましたが、市場全体の縮小を補うには至りま

せんでした。当電子部品業界全体としては昨年秋以降、世界的な景気減退、円高・ドル安・ユーロ安によ

る輸出の不振、中国などでの労務費の高止まりなど、事業環境の悪化が進行し世界同時不況下で、かつて

経験したことのない厳しい状況となりました。

　このような情勢のもと、当社グループは市場ニーズを掘り起こし、高周波技術、半導体技術、光関連技術

などの自社のコア技術を活用した高機能、高密度、高精度の電子部品を開発・事業化するとともに継続し

て収益性重視の事業展開を取り組んでまいりましたが、当連結会計年度の売上高は2,477億3千4百万円

（前年同期比82.0％）となりました。

　地域別では、日本向けが1,513億7千2百万円（前年同期比 91.2％）、アジア地域向けが880億1百万円

（前年同期比72.5％）、欧州地域向けが65億1千7百万円（前年同期比 68.6％）、北米地域向けが18億4千

2百万円（前年同期比 37.4％）となりました。連結売上高に占める海外売上高は963億6千2百万円（前年

同期比70.9％）となり、海外売上高の割合は38.9％（前年同期 45.0％）となりました。

　損益につきましては、営業利益は207億1千2百万円（前年同期比62.4％）、経常利益は176億5千9百万円

（前年同期比57.2％）となりました。また、当期純利益につきましては、111億5千6百万円（前年同期比

45.7％（注））となりました。

（注）前期は厚生年金基金代行返上益92億4千2百万円を特別利益に計上いたしました結果、前期の

　　当期純利益は244億円でした。

EDINET提出書類

ミツミ電機株式会社(E01785)

有価証券報告書

 11/108



　

事業部門別の業績は、次のとおりであります。

①半導体デバイス

半導体デバイス事業につきましては、汎用製品の急激な価格下落、パソコン・携帯電話用などの電源

・電池関連半導体の在庫調整、民生・自動車関連市場の低迷によるファウンドリー事業の受注減少な

どがあり、売上高は324億6千6百万円（前年同期比74.5％）となりました。

　

②光デバイス

光デバイス事業につきましては、上半期まで堅調に推移してきましたPC用カメラモジュールも下半

期以降受注が減少し、携帯電話用カメラモジュールの急激な落ち込みや光ピックアップ関連製品の一

部不採算機種の生産中止などにより、売上高は204億9千2百万円（前年同期比57.7％）となりました。

　

③機構部品

機構部品事業につきましては、アミューズメント機器関連製品及びモバイル機器向けスイッチやカ

メラモジュール用アクチュエータ等の受注が比較的堅調に推移しました結果、売上高は1,088億2百万

円（前年同期比101.8％）となりました。

　

④高周波部品

高周波部品事業につきましては、下半期以降自動車市場の急激な落ち込みによりGPS・衛星放送用ア

ンテナなどの受注の伸び悩みに加えて、チューナ関連製品の受注減少やワイヤレス送受信モジュール

の価格下落などが重なり、売上高は388億2千2百万円（前年同期比84.9％）となりました。

　

⑤電源部品

電源部品事業につきましては、国内携帯電話市場の縮小による受注減少や、液晶テレビ用デジタルAV

機器向け及びアミューズメント機器向けなどのカスタム電源・カスタムACアダプタの価格下落などに

より、売上高は342億8千万円（前年同期比80.4％）となりました。

　

⑥情報通信機器

情報通信機器事業につきましては、収益性を重視し、フロッピーディスクドライブ事業の終息、光

ディスクドライブ・テープ記憶装置、インプットデバイスにおける不採算機種の生産中止を継続して

積極的に実施しました結果、売上高は128億6千9百万円（前年同期比46.6％）となりました。

　

所在地別セグメントの業績は、次のとおりであります。

①日本

国内におきましては、アミューズメント機器製品やカメラモジュール用アクチュエータの受注増加

がありましたが、光ピックアップ関連製品・光ディスクドライブ・テープ記憶装置の一部不採算機種

の生産中止、及びフロッピーディスクドライブ事業の終息による受注減少の影響により、売上高は

1,608億8百万円（前年同期比89.6％）となり、営業利益は149億5千8百万円（前年同期比57.2％）とな

りました。

　

②アジア

アジアにおきましては、デジタルAV機器向けスイッチ、カメラモジュール用アクチュエータの受注が

拡大したものの、チューナ関連製品の受注減少、一部のネットワーク端末機器、及び光ピックアップ関
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連製品の不採算機種の生産中止などによる受注減少の影響により、売上高は832億3千3百万円（前年同

期比74.7％）となり、営業利益は51億7千3百万円（前年同期比75.4％）となりました。

　

③欧州

欧州におきましては、コンピュータ関連のデータバックアップ用テープストレージの市場の低迷、及

びフロッピーディスクドライブ事業の終息による受注減少の影響により売上高は21億9千8百万円（前

年同期比27.2％）となり、営業利益は7百万円（前年同期は営業損失3千4百万円）となりました。

　

④北米

北米におきましては、車載衛星放送用アンテナ、インプットデバイス、及びデータバックアップ用

テープドライブ事業の終息による受注減少の影響により、売上高は14億9千4百万円（前年同期比

48.1％）となり、営業損失7千9百万円（前年同期は9千5百万円の営業利益）となりました。

　

(2) キャッシュ・フロー

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末に比べ62

億6千9百万円増加（前連結会計年度は2億1千9百万円減少）し、当連結会計年度末には386億3千6百万円

となりました。

　当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

　

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

仕入債務の減少による資金の減少や法人税等の支払いによる資金の支出がありましたが、税金等調整

前当期純利益167億7千3百万円の計上に加え、減価償却費、及び売上債権、たな卸資産の減少により274億5

千1百万円の収入（前年同期は211億8千1百万円の収入）となりました。

　

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

有形固定資産、及び無形固定資産の取得による支出などにより131億8千万円の支出（前年同期は132億

5千5百万円の支出）となりました。

　

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

借入金の返済による支出や配当金の支払いによる支出などにより、69億6千8百万円の支出（前年同期

は68億6千万円の支出）となりました。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当連結会計年度における生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

　

事業部門 生産高(百万円) 前年同期比(％)

半導体デバイス 32,209 73.8

光デバイス 20,401 58.3

機構部品 108,704 102.8

高周波部品 38,491 85.0

電源部品 34,354 80.6

情報通信機器 12,437 46.0

合計 246,599 82.4

(注) １　金額は販売価格によっております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　 (2) 受注実績

当連結会計年度における受注実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

　

事業部門 受注高(百万円) 前年同期比(％)受注残高(百万円) 前年同期比(％)

半導体デバイス 31,567 73.8 2,730 75.2

光デバイス 19,263 56.7 1,807 59.5

機構部品 106,022 97.3 4,816 63.4

高周波部品 37,165 82.9 3,326 66.7

電源部品 33,497 80.4 1,842 70.2

情報通信機器 12,280 45.9 724 55.2

合計 239,797 80.2 15,248 65.8

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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(3) 販売実績

当連結会計年度における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

　

事業部門 販売高(百万円) 前年同期比(％)

半導体デバイス 32,466 74.5

光デバイス 20,492 57.7

機構部品 108,802 101.8

高周波部品 38,822 84.9

電源部品 34,280 80.4

情報通信機器 12,869 46.6

合計 247,734 82.0

(注) １　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

　

相手先
前連結会計年度 当連結会計年度

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％)

任天堂株式会社 99,029 32.8 106,264 42.9

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３ 【対処すべき課題】

当電子部品業界におきましては、世界同時不況でかつて経験したことのない厳しい状況の下、新技術によ

る市場ニーズの急激な変化、世界規模の競争激化と新興国企業の追い上げによる製品価格の下落が同時進

行しております。このような課題に対して、当社グループは、新製品開発の加速はもとより、海外の生産・販

売ネットワークを更に充実させ、マーケティング機能の強化と生産拠点の最適化を推進することにより対

応してまいります。

　当社グループの主たる個別事業につきましては、半導体デバイス事業は、従来から実績のあるアナログ半

導体技術に加え、デジタル半導体の開発技術力を活かし、アナログ技術と融合した高精度、高機能なシステ

ムソリューション製品の展開を推進してまいります。高周波部品事業は、デジタルAV機器市場に個別部品か

らユニット品まで幅広い製品群で販売強化を図り、固有の高周波技術を駆使し放送と通信の融合に対応し

た新製品の市場開拓を推進してまいります。光デバイス事業は、カメラモジュールの携帯電話・PC市場での

販売強化とともに、これまで培ってきた光学技術・メカトロニクス技術を活用し、車載向けカメラ市場での

事業拡大も図ってまいります。

　企業の社会的責任につきましては、経営の最重要課題の一つと位置付け、CSR推進委員会を中心にグループ

横断の取り組みを行っており、経営管理、法令・社会規範の遵守、情報の管理と適時開示等に係わる当社グ

ループ全体の推進体制を一層強化してまいります。

　

４ 【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を

及ぼす可能性のある事項には以下のようなものがあります。

また、当社グループとして必ずしも事業上のリスクと考えていない事項についても、投資者の投資判断、

或いは当社の事業活動を理解する上で重要と考えられる事項については投資者に対する積極的な情報開示

の観点から記載しております。

記載内容のうち、将来に関する事項は有価証券報告書提出日現在において当社が判断したものでありま

す。

(1) 世界の経済状況の影響について

当社グループはアジア、北米及びヨーロッパの主要市場を含め世界各地に製品を販売しております。

従って、当社グループの製品に対する需要は、当社グループの取引先の所在する、または取引先の製品

のエンドユーザーの所在する国や地域の経済の影響を受けることとなります。

　

(2) 技術開発及び新製品の導入について

当社グループの製品、特にデジタル関連機器向けの製品につきましては、急速に技術革新が進み、　製

品寿命が短縮されております。そのため社会や市場での新技術の開発、新方式の採用、新製品の出現、或

いは競合他社の台頭が当社の予測を超えた急激な製品の陳腐化や低価格化を招き、当社グループの経

営成績に影響を与える可能性があります。

　

(3) 製品価格の低下リスクについて

当社グループはグローバルな企業競争下において、迅速な新製品開発及び原価改善の促進を図り、収

益性の向上に努めております。このような中で、当社グループは、顧客からの製品価格の値下げ要請、競

合他社との間の価格競争の影響を受け収益性の維持が難しくなり、当社グループの経営成績及び財政

状態に影響を受ける可能性があります。
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(4) 部品・材料の価格上昇及び諸経費上昇のリスクについて

原材料・エネルギー価格の高騰などに起因した取引先からの素材・部品購入価格の値上げ要請やそ

の他諸経費の上昇により、当社グループは収益性の維持が難しくなり、当社グループの経営成績及び財

政状態に影響を受ける可能性があります。

　

(5) 海外進出に伴う潜在リスクについて

当社グループの製品のうち、半導体デバイスを除くほぼ全量を海外製造子会社にて生産しており、主

要な海外生産拠点はフィリピン、中国、台湾、マレーシア、タイであります。

　そのため、当社グループは、これらの海外生産活動と海外の商取引に関連する多くのリスク、すなわ

ち、（ⅰ）政情不安、（ⅱ）海外市場の経済状況、（ⅲ）貿易制限または関税の変更、（ⅳ）予期しない

立法上もしくは規制上の要件等の変更、（ⅴ）知的財産権またはその他の法的権利に対する比較的限

定された保護または不十分な実施、（ⅵ）不利益な課税上の取扱の可能性等にさらされています。これ

らの事象が生じた場合、当社グループは、事業の遂行と経営成績及び財政状態に影響を受ける可能性が

あります。

　

(6) 為替相場の変動について

当社グループの主な海外生産拠点のフィリピン、中国、台湾、マレーシア、タイの現地通貨及び販売並

びに購買に係る外貨による取引などは為替変動の影響を強く受けております。US$取引につきまして

は、為替相場の変動によるリスクをヘッジする目的で、為替予約等で対策を講じております。

　しかしながら、当該施策により為替相場変動の影響を緩和することは可能であっても、影響をすべて

排除することは不可能であり、当社グループの経営成績及び財政状態に少なからず影響を与えており

ます。

　

５ 【経営上の重要な契約等】

当連結会計年度において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　

６ 【研究開発活動】

当社グループは、経営基盤の強化と業績の向上を図るため、技術革新と市場環境の変化に対応した製品開

発を行うべく研究開発活動を行っております。

　当社の開発本部及び各事業本部の研究開発部門は、海外の関係会社と密接な連携のもとで、新製品の開発

及び生産技術の研究を進めております。

当連結会計年度における主な研究開発の成果は、指内散乱光方式を用いて入力位置・座標を指定する入

力デバイスの開発と量産化、周期構造板を取り入れ利得を高めたダイポールアンテナ（dipole antenna）

の研究開発などであります。

　なお、当連結会計年度の研究開発費の総額は、163億円となっております。
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７ 【財政状態及び経営成績の分析】

(1) 重要な会計方針及び見積り

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき

作成しております。この連結財務諸表の作成にあたっては「連結財務諸表作成のための基本となる事

項」に記載のとおりであります。

　そのうち、見積りに該当する項目として主なものは次のとおりであります。

繰延税金資産：当連結会計年度末において回収可能性の判定を行った結果により、資産計上を行ってお

ります。

　

(2) 当連結会計年度の経営成績の分析と経営成績に重要な影響を与える要因について

当連結会計年度における当社グループは、市場ニーズを掘り起こし、高周波技術、半導体技術、光関連技

術などの自社のコア技術を活用した高機能、高密度、高精度の電子部品を開発・事業化するとともに継続

して収益性重視の事業展開を取り組んでまいりましたが、世界同時不況による需要の急速な冷え込みな

どにより、売上高、営業利益、経常利益、当期純利益とも前期の経営成績を下回る結果となりました。

　当連結会計年度の売上高は2,477億3千4百万円（前年同期比82.0％）となり、損益につきましては、営業

利益は207億1千2百万円（前年同期比62.4％）、経常利益は176億5千9百万円（前年同期比57.2％）とな

りました。当期純利益につきましては、111億5千6百万円（前年同期比45.7％）となりました。

　また、経営成績に重要な影響を与える要因につきましては、[事業等のリスク]に記載の内容が挙げられ

ます。

　

(3) 戦略的現状と見通し

昨年後半以降、世界的な経済の縮小と金融危機により需要が急速に冷え込み日米欧でデフレ懸念が浮

上し、主要先進国におきましては政策金利ゼロに近づく対応が実施されました。しかし、各国の景気対策

にもかかわらず、世界的な金融危機からの回復の出口は見えないことから、今年末までは世界経済の低迷

が続くものと推察しております。

　わが国経済の見通しは、在庫調整の進展や中国の景気対策を背景に企業の生産に下げ止まりの兆しが出

てまいりましたが、輸出の本格的な回復のめどは依然不透明であり、信用収縮による設備投資の減少や雇

用環境の悪化による個人消費の下押し懸念が払拭できず、次期中の景気底入れは依然として困難な状況

にあるものと推察いたします。

　このような経済状況の下、エレクトロニクス業界も同様にかつて経験したことのない厳しい事業環境が

継続するものと予想いたします。特に成長が続いておりましたパソコンや薄型テレビ、デジタルカメラ、

携帯電話などのデジタル家電市場は、世界的な景気後退の影響を受け、販売台数及び販売金額について前

年度を下回る予想であります。

　当電子部品業界においても、スイッチやコネクタなどの接続部品、電源部品や高周波部品などを中心に、

デジタル家電や通信機器向けの既存部品市場が前年度を下回る見通しであります。

　当社グループは、このような事業環境の下、自動車やデジタル家電のメーカーが成長市場として注力し

ている環境・省エネルギー市場に積極的に攻勢をかけてまいります。特に自社のコア技術を活用した高

機能、高密度、高精度に加え、低コスト化した新製品を開発し、市場要求を的確に捉えた供給体制を構築し

て、市場低迷の中での事業拡大を推進してまいります。さらに成長が期待される分野での新事業の創出を

優先課題とした取り組みにより売上高と収益力の向上に努めてまいる所存であります。
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(4) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

当社グループの資金状況は、営業活動によるキャッシュ・フローにおいて仕入債務の減少による資金

の減少や法人税等の支払いによる資金の支出がありましたが、税金等調整前当期純利益167億7千3百万円

の計上に加え、減価償却費、及び売上債権、たな卸資産の減少により274億5千1百万円の収入（前年同期比

29.6%増）となりました。

　投資活動によるキャッシュ・フローは有形固定資産、及び無形固定資産の取得による支出などにより

131億8千万円の支出（前年同期比0.6%減）となりました。

　財務活動によるキャッシュ・フローは借入金の返済による支出や配当金の支払いによる支出などによ

り、69億6千8百万円の支出（前年同期比1.6%増）となりました。

　以上の結果、当連結会計年度末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ62億6千9百万

円増加（前連結会計年度は2億1千9百円の減少）し、386億3千6百万円となりました。

　

(5) 経営者の問題認識と今後の方針について

電子部品業界は、世界規模での景気後退により価格の下落と数量の減少が加速度的に進行し、かつてな

いマイナス成長に陥っています。このような厳しい事業環境の下、当社グループは、今後成長が見込まれ

る地上波デジタル放送関連製品、無線通信機器関連製品、ネットワーク関連製品、アミューズメント関連

製品、自動車関連製品の事業領域に経営資源の重点的な投入を行ってまいります。

　製品競争力の強化については、半導体技術、高周波技術、電源技術、光関連技術、超精密加工技術等、当社

グループの固有技術の深掘りにより「研究開発力」と「ものづくり力」の一層の強化を図り、高付加価

値製品をマーケットにタイムリーに供給できる体制を確立してまいります。また、急激な市場変化へ対応

すべく、国内外企業との業務提携や協業を通じて、新製品・新技術の開発と導入のスピードアップを図っ

てまいります。

　当社グループは、このような戦略を通して持続的な成長と企業価値の継続的増大を達成して行く所存で

あります。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当社グループでは、当連結会計年度に機構部品、高周波部品を中心に総額で111億円の設備投資を実施い

たしました。

事業部門ごとの設備投資は、次のとおりであります。

　

半導体デバイス

当事業部門におきましては、生産設備を中心に6億1千8百万円の設備投資を実施いたしました。

　

光デバイス

当事業部門におきましては、カメラモジュールの生産増強のための設備を中心に7億8千2百万円の設備

投資を実施いたしました。

　

機構部品

当事業部門におきましては、アミューズメント機器製品、スイッチ、コネクタの生産設備を中心に49億9

千2百万円の設備投資を実施いたしました。

　

高周波部品

当事業部門におきましては、無線LANモジュール、デジタルセットトップボックス、デジタルAV機器用

チューナの生産設備を中心に19億4千7百万円の設備投資を実施いたしました。

　

電源部品

当事業部門におきましては、デジタルAV機器用、モバイル機器用電源の生産設備を中心に4億4千6百万

円の設備投資を実施いたしました。

　

情報通信機器

当事業部門におきましては、インプットデバイスの生産設備を中心に9千2百万円の設備投資を実施い

たしました。

　

その他、部品加工設備、研究開発設備、販売及び管理業務用設備の更新または新設のため、22億1千9百万円

の設備投資を実施いたしました。

　

　

EDINET提出書類

ミツミ電機株式会社(E01785)

有価証券報告書

 20/108



２ 【主要な設備の状況】

当社グループにおける主要な設備は、以下のとおりであります。

(1) 提出会社

　(平成21年３月31日現在)

事業所名
(所在地)

事業部門 設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業
員数
(人)建物及び

構築物

機械装置
及び
運搬具

工具、器具
及び備品

土地
(面積㎡)

合計

　 　 　 　 　 　 　 　 　

 本社
(東京都多摩市)
 

機構部品
電源部品
情報通信機器
他

本社業務用設備
研究開発用設備
 

2,145 437 992
 

3,800
(19,000)

7,374718

　 　 　 　 　 　 　 　 　
　 　 　 　 　 　 　 　 　

 厚木事業所(神奈
川県厚木市)

 

半導体デバイス
機構部品
高周波部品
情報通信機器
他

生産設備
研究開発用設備

 

2,5344,0181,142
 

152
(64,721)

7,848816

　 　 　 　 　 　 　 　 　
　 　 　 　 　 　 　 　 　
 山形事業所
(山形県山形市)
 

光デバイス
情報通信機器

生産設備
研究開発用設備
　

603 2,877 359
 

173
(15,850)

4,013334

　 　 　 　 　 　 　 　 　

千歳事業所
(北海道千歳市)

半導体デバイス 生産設備 1,5631,412 117
 

658
(98,527)

3,752487

　 　 　 　 　 　 　 　 　
　 　 　 　 　 　 　 　 　

九州事業所
(福岡県飯塚市)

機構部品
電源部品

生産設備 703 881 697
 

60
(9,917)

2,343238
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(2) 在外子会社

　　(平成21年３月31日現在)

会社名 所在地 事業部門
設備の
内容

帳簿価額(百万円)
従業
員数
(人)建物及び

構築物

機械装置
及び
運搬具

工具、器
具及び
備品

土地
(面積㎡)

合計

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
MITSUMI 
PHILIPPINES,
INC.

 

Mariveles,
Bataan, 
Philippines

 

　
半導体デバイス
機構部品
高周波部品
電源部品
情報通信機器

生産
設備

 

862 1,725 5

 
 

―
[35,675]

 

2,5922,220

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
CEBU 
MITSUMI,INC.

 

Danao city,
Cebu, 
Philippines
 

　
半導体デバイス
光デバイス
機構部品
情報通信機器

生産
設備

 
871 866 85

 
―

[161,215]
1,8238,393

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
珠海三美電機
有限公司

 

中華人民共和国
広東省珠海市

 

機構部品
高周波部品
電源部品
情報通信機器

生産
設備

 

435 1,087 162

 
 

―
[23,596]

 

1,6857,107

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
青島三美電機
有限公司
 

中華人民共和国
山東省青島市
 

　
機構部品
情報通信機器

生産
設備
 

649 837 657
 

―
[23,900]

2,1445,241

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

天津三美電機
有限公司

 

中華人民共和国
天津市
 
 

光デバイス
機構部品
高周波部品
電源部品
情報通信機器

生産
設備

 
1,533 338 1,168

 
―

[71,194]
3,0403,132

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
(注) １　帳簿価額には、建設仮勘定の金額を含んでおりません。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３　現在休止中の主要な設備はありません。

４　[　]は、借用中の土地の面積で外数であります。

５　上記の他、リース及びレンタル契約による当社グループ以外からの主な賃借設備は以下のとおりであります。

(1) 提出会社

　
事業所名
(所在地)

事業部門 設備の内容 台数
リース又は
レンタル期間

年間リース料
又は賃借料

　 　 　 　 　 　
厚木事業所
(神奈川県厚木市)

半導体デバイス 汎用コンピュータ １式
自　平成20年３月
至　平成25年３月

年間リース料
　13百万円
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３ 【設備の新設、除却等の計画】

当社グループは、設備の新設・拡充・更新の計画を個々のプロジェクトごとに決定しておりますが、同一

生産拠点において複数の事業部門を有しております。そのため、事業部門ごとの数値を開示する方法によっ

ております。

当連結会計年度末日後１年間の設備投資計画(新設・拡充・更新)は、76億１千９百万円であり、事業部門

ごとの内訳は次のとおりであります。

　

事業部門
平成21年３月末
計画金額(百万円)

設備等の主な内容・目的 資金調達方法

半導体デバイス 601生産設備を中心とした半導体関連投資 自己資金

光デバイス 410カメラモジュールの生産増強等 自己資金

機構部品 3,499
アミューズメント機器製品の生産増強、スイッチ、コネ
クタの生産増強

自己資金

高周波部品 1,711
無線LANモジュール、デジタル放送用セットトップボッ
クス、デジタルAV機器用チューナの生産増強等

自己資金

電源部品 247
デジタルAV機器用、モバイル機器用電源の生産増強及
び合理化

自己資金

情報通信機器 24インプットデバイスの生産増強等 自己資金

全社(共通) 1,123
環境有害物質の削減、研究開発設備の購入、販売及び管
理業務用設備の更新等

自己資金

合計 7,619 ― ―

(注) １　金額には、消費税等は含まれておりません。

２　全社（共通）として記載している内容は、特定の事業部門に区分できない管理部門等に該当するものでありま

す。

３　経常的な設備の更新のための除却・売却を除き、重要な設備の除却・売却はありません。

４　各事業部門の計画概要は、次のとおりであります。

　

半導体デバイス

　当事業部門の計画概要は、生産設備を中心とした半導体関連投資として6億1百万円であります。　

　

光デバイス

　当事業部門の計画概要は、カメラモジュールの生産増強のための投資として4億1千万円であります。

　

機構部品

　当事業部門の計画概要は、アミューズメント機器製品等の生産増強のための投資として15億5千9百

万円、コネクタの生産増強のための投資として7億1百万円、スイッチの生産増強のための投資として4

億5千万円等であります。

　

高周波部品

　当事業部門の計画概要は、デジタルAV機器用チューナ等の生産増強のための投資として2億5千7百万

円、アミューズメント機器用無線LANモジュール、デジタル放送用セットトップボックス等の生産増強

のための投資として11億5千4百万円等であります。

　

電源部品

　当事業部門の計画概要は、デジタルAV機器用、モバイル機器用電源の生産増強及び合理化のための投

資として2億4千7百万円であります。

　

情報通信機器

　当事業部門の計画概要は、インプットデバイスの生産設備の更新のための投資として、2千4百万円で

あります。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】
　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 200,000,000

計 200,000,000

　

② 【発行済株式】
　

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成21年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年６月29日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 87,498,11987,498,119

東京証券取引所
(市場第一部)
大阪証券取引所
(市場第一部)
フランクフルト証券
取引所

単元株式数は100株でありま
す。
　　　　　(注)

計 87,498,11987,498,119― ―

(注)　完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。　

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　

　　該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

　
　　該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額

(百万円)

資本金残高

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成18年４月１日～
平成19年３月31日
(注)１

12,158 84,853 8,194 38,107 8,194 40,467

平成19年４月１日～
平成20年３月31日
(注)２

2,644 87,498 1,782 39,890 1,782 42,250

(注) １　平成18年４月１日から平成19年３月31日までの間の発行済株式総数、資本金及び資本準備金の増加は新株予約

権付社債の権利行使による増加であります。

２　平成19年４月１日から平成20年３月31日までの間の発行済株式総数、資本金及び資本準備金の増加は新株予約

権付社債の権利行使による増加であります。

３　第64期事業年度(平成20年４月１日から平成21年３月31日)、第61期事業年度(平成17年４月１日から平成18年

３月31日)及び第60期事業年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日)における発行済株式総数、資本金、

資本準備金の増減はありません。
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(5) 【所有者別状況】

  (平成21年３月31日現在)

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

1 66 41 174 309 13 20,35820,962 ―

所有株式数
(単元)

10 433,49253,6746,542219,375 51 161,153874,29768,419

所有株式数
の割合(％)

0.00 49.58 6.14 0.75 25.09 0.01 18.43100.00 ―

(注) １　自己株式42,156株は「個人その他」に421単元、「単元未満株式の状況」に56株含まれております。なお、保有

残高と株主名簿記載株式数は一致しております。

２　上記「その他の法人」には、証券保管振替機構名義の株式が14単元含まれております。

　

(6) 【大株主の状況】

   (平成21年３月31日現在)

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

　 　 　 　
日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海1丁目8-11 13,225 15.11

　 　 　 　
　 　 　 　
日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

東京都港区浜松町2丁目11-3 12,243 13.99

　 　 　 　
　 　 　 　
日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口４Ｇ）

東京都中央区晴海1丁目8-11 7,970 9.10

　 　 　 　
　 　 　 　

ＪＰモルガン証券株式会社 東京都千代田区丸の内2丁目7-3　東京ビルディング 2,986 3.41

　 　 　 　
　 　 　 　

森部昌子 東京都調布市 2,477 2.83

　 　 　 　
　 　 　 　

資産管理サービス信託銀行株式
会社（証券投資信託口）

東京都中央区晴海1丁目8-12
晴海アイランドトリトンスクエアオフィスタワー
Ｚ棟

2,236 2.55

　 　 　 　
　 　 　 　
シティバンクホンコンエス／エ
イファンド115
（常任代理人　シティバンク銀行
株式会社）

MINISTRIES COMPLEX-BLOCK NO.3, 13001 SAFAT,
KUWAIT
（東京都品川区東品川2丁目3-14）

1,265 1.44

　 　 　 　
　 　 　 　

資産管理サービス信託銀行株式
会社（年金特金口）

東京都中央区晴海1丁目8-12
晴海アイランドトリトンスクエアオフィスタワー
Ｚ棟

1,253 1.43

　 　 　 　
　 　 　 　
ビー・エヌ・ピー・パリバ・セ
キュリティーズ(ジャパン)リミ
テッド

東京都千代田区丸の内1丁目9-1
グラントウキョウノースタワー

1,246 1.42

　 　 　 　
　 　 　 　
日興シティ信託銀行株式会社
（信託口）

東京都品川区東品川2丁目3-14 1,187 1.35

　 　 　 　

計 ― 46,092 52.67

(注)　次の法人から、大量保有報告書の提出があり、次のとおり株式を所有している旨の報告を受けておりますが、当期

末現在における当該法人名義の実質所有株式の確認ができないため、上記「大株主の状況」では考慮しておりま
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氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

提出日

　 　 　 　 　
　 　 　 　 　
野村證券株式会社

保有社数２社
東京都中央区日本橋1丁目9-1 6,115 6.99平成20年11月19日

　 　 　 　 　
　 　 　 　 　
東京海上アセットマネジメント
投信株式会社

保有社数１社
東京都千代田区丸の内1丁目2-1 4,400 5.03平成20年12月26日

　 　 　 　 　
　 　 　 　 　

ＪＰモルガン・アセット・マネ
ジメント株式会社

保有社数２社

東京都千代田区丸の内2丁目7-3 
東京ビルディング

4,318 4.94平成21年２月５日

　 　 　 　 　
　 　 　 　 　
モルガン・スタンレー証券株式
会社

保有社数５社

東京都渋谷区恵比寿4丁目20-3 
恵比寿ガーデンプレイスタワー

5,859 6.70平成21年２月６日

　 　 　 　 　
　 　 　 　 　
住友信託銀行株式会社

保有社数１社
大阪府大阪市中央区北浜4丁目
5-33

5,372 6.14平成21年３月６日

　 　 　 　 　
　 　 　 　 　
シティグループ・グローバル・
マーケッツ・リミテッド

保有社数３社

東京都品川区東品川2丁目3-14 
シティグループセンター

4,487 5.13平成21年３月６日

　 　 　 　 　
　 　 　 　 　
株式会社三菱ＵＦＪフィナン
シャル・グループ

保有社数６社
東京都千代田区丸の内2丁目7-1 5,525 6.31平成21年３月30日
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

(平成21年３月31日現在)

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式
           42,100

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

87,387,600
873,876 ―

単元未満株式
普通株式

68,419
― ―

発行済株式総数 87,498,119― ―

総株主の議決権 ― 873,876 ―

(注) １　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,400株(議決権14個)含まれ

ております。

２　「単元未満株式」の欄の普通株式には、当社所有の自己株式56株が含まれております。

　 ② 【自己株式等】

(平成21年３月31日現在)

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
ミツミ電機株式会社

東京都多摩市鶴牧二丁目11
番地2

42,100－ 42,100 0.05

計 ― 42,100－ 42,100 0.05

　

(8) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

　

EDINET提出書類

ミツミ電機株式会社(E01785)

有価証券報告書

 28/108



２ 【自己株式の取得等の状況】

 【株式の種類等】 会社法第155条第7号による普通株式の取得 

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　

区分 株式数(株) 価額の総額(千円)

当事業年度における取得自己株式 10,634 18,824

当期間における取得自己株式 330 516

(注)　当期間における取得自己株式には、平成21年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りに

よる株式数は含めておりません。

　

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　

区分
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他 ― ― ― ―

保有自己株式数 42,156 ― 42,486 ―

(注)　当期間における保有自己株式数には、平成21年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式数は含めておりません。
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３ 【配当政策】

当社は、企業価値の増大を図ることが株主利益及び他のステ－クホルダ－の期待利益とも合致するもの

と確信しております。株主の皆様への配当につきましては、業績に裏付けられた成果の配分を行うことを

基本方針とし、安定的な配当の継続を目指してまいります。株主に対する配当は、当面、連結業績に基づい

た配当性向25％以上をめどとして、一株当たりの配当の継続的増加に努めてまいります。また、内部留保に

つきましては、地球環境問題への対応に配慮しつつ、今後予想される技術革新を先取りした新製品開発並

びに原価改善施策に有効に投資し、業績の向上に努めてまいる所存であります。

　なお、当社の剰余金の配当は、年１回の期末配当を基本的な方針としており、配当の決定機関は株主総会

であります。

　
(注)　基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

平成21年６月26日
定時株主総会決議

3,060 35

　

　

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

　

回次 第60期 第61期 第62期 第63期 第64期

決算年月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月

最高(円) 1,290 1,564 4,030 5,640 3,730

最低(円) 1,010 1,103 1,218 2,575 925

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部によっております。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

　

月別 平成20年10月 11月 12月 平成21年１月 ２月 ３月

最高(円) 2,650 1,435 1,532 1,693 1,326 1,524

最低(円) 925 957 1,032 1,140 1,129 1,112

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部によっております。
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５ 【役員の状況】

　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

代表取締役
社長

　 森　部　　　茂 昭和31年10月27日生

昭和55年３月 当社入社

(注)２ 318

平成３年４月 シンガポール支店長

当社取締役

平成６年４月 当社常務取締役

平成11年10月 当社専務取締役営業本部本部長

平成14年４月 当社代表取締役社長(現)

平成18年７月 MITSUMI PHILIPPINES,INC.取締役

会長(現)

　 CEBU MITSUMI,INC.取締役会長

(現)

　 珠海三美電機有限公司取締役会長

(現)

　 青島三美電機有限公司取締役会長

(現)

　 天津三美電機有限公司取締役会長

(現)

取締役副社長

厚木事業所所
長兼
開発本部
担当兼
半導体事業
本部本部長

佐　藤　　　勲 昭和14年９月30日生

昭和41年８月 当社入社

(注)２ 2

平成６年２月 半導体事業部事業部長

平成９年６月 当社取締役

平成13年10月 開発本部本部長

平成14年４月 当社常務取締役

平成14年７月 半導体事業部担当

平成15年10月 厚木事業所所長(現)

半導体事業本部本部長(現)

平成17年６月 当社専務取締役

平成19年６月

平成21年４月

当社取締役副社長(現)

当社開発本部担当(現)

呉江三美電子有限公司代表取締役

社長(現)

専務取締役
フィリピン地
域総括責任者

廣　瀬　一　宇 昭和17年３月10日生

昭和45年１月 当社入社

(注)２ 1

平成元年８月 CEBU MITSUMI,INC.常務取締役

平成６年４月 当社取締役

三社事業本部副本部長

平成12年５月 CEBU MITSUMI,INC.代表取締役社

長(現)

平成13年10月 光関連事業本部副本部長

平成14年４月 当社常務取締役

平成14年７月 MITSUMI PHILIPPINES,INC.代表取

締役社長（現）

フィリピン地域総括責任者（現）

平成17年６月 当社専務取締役(現)

専務取締役
経営企画
・人事担当

渡　邊　昇　造 昭和17年５月８日生

昭和44年９月 当社入社

(注)２ 4

平成６年９月 経営企画部部長

平成９年６月 当社取締役

平成10年３月 経営企画・人事担当(現)

平成14年４月 当社常務取締役

平成17年６月 当社専務取締役(現)

専務取締役
営業本部
本部長

廣　瀬　康　雄 昭和22年９月26日生

昭和45年３月 当社入社

(注)２ 3

平成９年２月 営業本部関東統括部長

平成11年６月 当社取締役

営業本部副本部長・国内担当

平成14年４月 営業本部本部長(現)

平成17年６月 当社常務取締役

平成19年６月 当社専務取締役(現)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

常務取締役
経理・総務・
システム担当

堀　口　信　浩 昭和18年１月２日生

昭和40年３月 当社入社

(注)２ 4

昭和63年12月 経理部部長

平成11年６月 当社取締役

平成17年６月 当社常務取締役(現)

経理・総務・システム担当(現）

取締役
資材本部
本部長

保　木　文　雄 昭和18年６月15日生

昭和37年３月 当社入社

(注)２ 2平成12年７月 資材本部本部長(現)

平成13年６月 当社取締役(現)

取締役

通信機器事業
本部本部長
兼中国地域総
括責任者

大　澤　和　夫 昭和18年８月28日生

昭和44年８月 当社入社

(注)２ 2

平成13年２月 シンガポール・タイ・マレーシア

地域総括責任者

平成13年６月 当社取締役(現)

平成17年２月 ストレージ・デバイス事業本部副

本部長

平成18年７月 珠海三美電機有限公司代表取締役

社長(現)

平成20年４月 要素部品事業本部本部長兼中国地

域総括責任者

平成21年４月 通信機器事業本部本部長兼中国地

域総括責任者(現)

取締役

MPS革新本部
本部長

兼品質・環境
本部本部長

長　岡　俊　一 昭和19年５月19日生

昭和41年５月

平成６年５月

平成15年10月

平成16年６月

平成17年４月

平成19年９月

当社入社

MPS推進本部部長

MPS推進本部本部長

当社取締役(現)

品質・環境本部本部長(現)

MPS革新本部本部長(現)

(注)２ 1

取締役

要素部品事業
本部本部長兼
部品加工事業
部担当

山　田　　　惠 昭和25年２月１日生

昭和45年６月 当社入社

(注)２ 2

平成16年４月 ODS事業部事業部長

平成17年４月 要素部品事業本部本部長

平成17年６月 当社取締役(現)

平成18年７月 青島三美電機有限公司代表取締役

社長(現)

平成20年４月 要素部品事業本部統括本部長兼部

品加工事業部担当

平成21年４月 要素部品事業本部本部長兼部品加

工事業部担当(現)

取締役

半導体事業本
部副本部長兼
山形事業所所

長

小 野 坂　　順 昭和23年４月23日生

昭和61年６月 当社入社

(注)２ 0

平成16年４月 半導体事業部事業部長

平成18年12月 半導体事業本部副本部長(現)

平成19年６月 当社取締役(現)

平成21年４月 山形事業所所長(現)

取締役
通信機器事業
本部副本部長

古 川　富士夫 昭和24年７月16日生

昭和45年３月 当社入社

(注)２ 1

平成15年４月 ＡＶＣ事業部事業部長

平成19年４月 通信機器事業本部副本部長

平成19年６月 当社取締役(現)

平成20年４月 通信機器事業本部本部長

　 天津三美電機有限公司代表取締役

社長(現)

平成21年４月 通信機器事業本部副本部長(現)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

常勤監査役 　 桜　井　信　成 昭和20年６月29日生

平成３年４月 株式会社太陽神戸三井銀行府中支

店長

(注)３
 

0

平成４年11月 株式会社さくら銀行堂ビル支店長

平成８年６月 株式会社さくら銀行銀座東支店長

平成12年６月 日立精機株式会社常務取締役

平成15年６月 当社常勤監査役(現)

常勤監査役 　 新　屋　憲　二 昭和25年２月２日生

平成３年８月 株式会社太陽神戸三井銀行日本橋

営業第二部副部長

(注)３
 

1

平成７年12月 株式会社さくら銀行鶴見支店長

平成９年５月 同社名古屋営業第二部長

平成14年４月 三井オートリース株式会社(現住

友三井オートサービス株式会社)

専務取締役

平成17年６月 当社常勤監査役(現)

常勤監査役 　 野　嶋　静　海 昭和21年７月10日生

昭和48年９月 当社入社
(注)３

 
1
 

平成14年11月 経理部部長

平成18年６月 当社常勤監査役(現)

非常勤監査役 　 原　　　　　幸 昭和20年３月７日生

昭和38年４月 東京国税局総務部総務課

(注)３ －

昭和58年12月 税理士資格取得

平成４年７月 税務大学校教育第一部教授

平成13年７月 東京国税不服審判所管理課長

平成15年７月 八王子税務署長

平成16年８月

平成21年６月

原幸税理士事務所(現)

当社非常勤監査役(現)

計 349

　　 (注) １　常勤監査役桜井信成、新屋憲二及び非常勤監査役原幸は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

２　取締役の任期は、平成20年３月期に係る定時株主総会の終結の時から平成22年３月期に係る定時株主総会の終

結の時までであります。

３　監査役の任期は、次のとおりであります。

   常勤監査役　桜井　信成

　 　平成20年３月期に係る定時株主総会の終結の時から平成24年３月期に係る定時株主総会の終結の時までで

   あります。

　 常勤監査役　新屋　憲二

　 　平成21年３月期に係る定時株主総会の終結の時から平成25年３月期に係る定時株主総会の終結の時までで

   あります。

　 常勤監査役　野嶋　静海

　 　平成20年３月期に係る定時株主総会の終結の時から平成24年３月期に係る定時株主総会の終結の時までで

   あります。

　 非常勤監査役　原　幸

　 　平成21年３月期に係る定時株主総会の終結の時から平成25年３月期に係る定時株主総会の終結の時までで

   あります。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

① コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社はグローバル化したグループ経営に対処するため、意思決定のスピードアップを図り、経営の健

全性と透明性の確保並びに株主価値の向上に努め、トップマネージメントと世界各地の製造拠点、販売

拠点の一体化を図り事業拡大を強化するため、現在の取締役、監査役制度を強化しながらコーポレート

・ガバナンスの強化を目指してまいります。

また、コーポレート・ガバナンスを有効に機能させる目的から「ミツミ行動規範」、法令遵守（コン

プライアンス）規程を定め、全ての役員、従業員が各種法令遵守はもとより企業倫理に則った行動をと

るための具体的指針とし、広く社会の信頼確保に努めてまいります。

　

② コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況

取締役会

当社は法令に定められた事項や経営に関する重要事項を決定し、迅速な意思決定、戦略性の向上、透

明性の確保を図るため、十分な協議により適正・的確な意思決定、経営管理組織の整備に努めてまいり

ます。

　また、取締役会のほかに経営会議として常務会を開催し、グローバル化した事業のグループとしての

戦略の確保、損益管理の徹底、業務運営の重要事項の協議、推進等を行っております。

　

監査役会

当社は監査役制度を採用しており、監査役会は監査役3名で構成され、会社法第２条第16号に定める

社外監査役は常勤の監査役2名となっております。なお、平成21年６月26日開催の第64回定時株主総会

において、非常勤の社外監査役1名があらたに選任されております。

監査役会は月１回の定時開催に加え、必要に応じて臨時監査役会を開催し、充実した監査体制をとっ

ております。

各監査役は取締役会その他重要な会議に出席するほか、取締役等から営業の報告を聴取するととも

に、重要な決裁書類の閲覧、グローバルな企業グループの業務及び財産の状況を調査するために本社及

び海外を含む各拠点の往査を行っております。

監査役会は監査方針等を決定し、各監査役の監査状況等の報告を受けるほか、会計監査人から随時監

査に関する報告を受けております。

　

社外取締役及び社外監査役との関係

当社は社外取締役は選任しておりません。

当社と当社の社外監査役との間には、特別な利害関係はありません。

　

内部監査室

当社は代表取締役社長の直轄の組織として、内部監査室(3名)を設置し、当社及び海外の関係会社も

含め、業務部門から独立した公正・不偏の立場で内部監査を行い、業務の有効性と効率性を検証・評価

しております。監査結果は、定期的に経営者、監査役等に報告するなど、牽制機能の充実を図るとともに

業務改善提案も行っております。
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内部統制システム

当社は、内部統制体制の構築を推進する常設の組織として、経営層を中心とした「内部統制委員会」

を設置するとともに、その下部組織として担当取締役及び業務を担当するスタッフによって構成され

る「コンプライアンス委員会」「リスク管理委員会」「情報開示委員会」を設置しております。

　これらの委員会は、社内各部門からの情報を集約し、内部統制の実効性を確保するために必要な各種

の施策を講じるとともに、「内部統制委員会」に定期的にその活動状況を報告することを活動の主た

る内容としております。

　

③ 会計監査の状況

会計監査については、監査法人トーマツと監査契約を締結しており、以下の公認会計士により監査業務

が執行されました。

指定社員　業務執行社員　　桃崎　有治

指定社員　業務執行社員　　藤本　貴子

また、当社の会計業務に関わる補助者は、公認会計士及び会計士補等を主たる構成員とし、税理士等そ

の他の専門家も加えて構成されております。

　公認会計士　　4名

　会計士補等　　4名

　その他　　 若干名

当社は、会社法及び金融商品取引法等の監査を受けているほか、会計処理並びに監査に関する諸問題に

ついて随時確認し、当社の代表者と定期的に協議を実施し、財務諸表の適正性の確保と維持に努めており

ます。

　

④ 役員報酬の内容

当社の取締役及び監査役に対する報酬の内容は、次のとおりであります。

区分

取締役 監査役 計

支給人員
(名)

支給額
(百万円)

支給人員
(名)

支給額
(百万円)

支給人員
(名)

支給額
(百万円)

定款又は株主総会決議に基づく報酬 13 403 3 44 16 448

　　(注) １　取締役の報酬限度額は、平成11年６月29日開催の第54回定時株主総会において年額350百万円以内(ただ

　　し、取締役賞与及び使用人分給与は含まない。)と決議されております。

　　２　監査役の報酬限度額は、平成５年４月27日開催の第47回定時株主総会において年額50百万円以内と決

　　議されております。

　　３　使用人兼務取締役の使用人給与相当額42百万円は上記金額には含まれておりません。

　　４　上記支給額の他に、平成18年６月29日開催の第61回定時株主総会の決議に基づき、役員退職慰労金を

　　下記のとおり支給しております。

　　退任取締役　1名　49百万円

　　５　期末日現在の取締役は12名、監査役は3名であります。

　

⑤ 責任限定契約の概要

当社は、会社法第427条第１項の規定により、社外監査役との間に、任務を怠ったことによる損害賠償責

任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令に定める最低責

任限度額としております。なお、当該責任限定が認められるのは、当該社外監査役が責任の原因となった

職務の遂行について善意でかつ重大な過失がないときに限られます。
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⑥ 取締役の定数

当社の取締役は、15名以内とする旨定款に定めております。

　

⑦ 取締役の選任の決議要件

取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の3分の1以上を有する株主が出席

し、その議決権の過半数をもって行う旨及び累積投票によらない旨定款に定めております。

　

⑧ 株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することがで

きる株主の議決権の3分の1以上を有する株主が出席し、その議決権の3分の2以上をもって行う旨定款に

定めております。

　これは、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするものであります。

　

⑨ 自己の株式の取得の決定機関

当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議によって市場取引等により自己の株式を

取得することができる旨定款に定めております。

　これは、経営環境に対応した機動的な資本政策を遂行することを目的とするものであります。

　

(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

　

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

提出会社 － － 62 5

連結子会社 － － － －

計 － － 62 5

　

② 【その他重要な報酬の内容】

該当事項はありません。　

　

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

当社が監査公認会計士等に対して報酬を支払っている非監査業務の内容は、「財務報告に係る内部

統制に関する指導・助言業務」等の委託であります。

　

④ 【監査報酬の決定方針】

該当事項はありませんが、規模・特性・監査時間等を勘案した上定めております。
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第５ 【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令

第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、前連結会計年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規則に

基づき、当連結会計年度(平成20年４月１日から平成21年３月31日まで)は、改正後の連結財務諸表規則に

基づいて作成しております。

　

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。

以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づき、

当事業年度(平成20年４月１日から平成21年３月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成

しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度(平成19年４月１日から平成

20年３月31日まで)及び前事業年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)並びに当連結会計年度

(平成20年４月１日から平成21年３月31日まで)及び当事業年度(平成20年４月１日から平成21年３月31日

まで)の連結財務諸表及び財務諸表について、監査法人トーマツにより監査を受けております。
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１【連結財務諸表等】
(1)【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 32,752 38,955

受取手形及び売掛金 92,700 68,308

たな卸資産 33,979 －

製品 － 2,321

仕掛品 － 4,351

原材料及び貯蔵品 － 25,837

繰延税金資産 3,050 2,191

その他 5,620 2,636

貸倒引当金 △79 △60

流動資産合計 168,023 144,543

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 ※2, ※3
 30,967

※3
 30,529

減価償却累計額 △16,607 △17,153

建物及び構築物（純額） 14,359 13,376

機械装置及び運搬具 ※2, ※3
 83,368

※3
 81,702

減価償却累計額 △64,843 △65,451

機械装置及び運搬具（純額） 18,525 16,250

工具、器具及び備品 ※2, ※3
 39,871

※3
 38,766

減価償却累計額 △32,869 △32,151

工具、器具及び備品（純額） 7,002 6,614

土地 ※2
 5,943 5,903

建設仮勘定 918 457

有形固定資産合計 46,749 42,602

無形固定資産 2,906 2,684

投資その他の資産

投資有価証券 ※1
 278

※1
 257

繰延税金資産 467 438

前払年金費用 4,077 4,239

その他 ※1
 850

※1
 626

貸倒引当金 △77 △106

投資その他の資産合計 5,595 5,456

固定資産合計 55,251 50,743

資産合計 223,275 195,286
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 47,635 29,111

短期借入金 ※2
 8,691 7,242

未払費用 3,399 3,118

未払法人税等 7,725 543

賞与引当金 1,880 1,649

その他 7,183 3,735

流動負債合計 76,516 45,401

固定負債

長期借入金 1,250 －

繰延税金負債 3,102 2,330

退職給付引当金 420 839

その他 299 258

固定負債合計 5,072 3,429

負債合計 81,589 48,830

純資産の部

株主資本

資本金 39,890 39,890

資本剰余金 43,252 43,252

利益剰余金 68,953 75,904

自己株式 △67 △86

株主資本合計 152,028 158,960

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 0 △2

為替換算調整勘定 △10,342 △12,501

評価・換算差額等合計 △10,342 △12,503

純資産合計 141,686 146,456

負債純資産合計 223,275 195,286
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②【連結損益計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
 至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
 至 平成21年３月31日)

売上高 301,944 247,734

売上原価 ※1
 253,405

※1
 211,938

売上総利益 48,539 35,795

販売費及び一般管理費

荷造運搬費 1,466 1,107

貸倒引当金繰入額 5 6

給料及び賃金 4,079 4,083

賞与引当金繰入額 378 372

退職給付引当金繰入額 391 489

研究開発費 ※1
 3,167

※1
 3,917

減価償却費 243 296

その他 5,626 4,808

販売費及び一般管理費合計 15,360 15,083

営業利益 33,178 20,712

営業外収益

受取利息 613 322

受取ロイヤリティー 1,531 107

その他 700 523

営業外収益合計 2,844 953

営業外費用

支払利息 458 228

固定資産除却損 1,745 1,058

支払補償費 82 45

為替差損 2,483 2,279

その他 391 393

営業外費用合計 5,162 4,006

経常利益 30,861 17,659

特別利益

厚生年金基金代行返上益 9,242 －

固定資産売却益 ※4
 1,825 －

補助金収入 297 85

投資有価証券売却益 8 －

貸倒引当金戻入額 1 6

特別利益合計 11,375 91
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
 至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
 至 平成21年３月31日)

特別損失

減損損失 ※2
 312

※2
 39

固定資産圧縮損 ※3
 233

※3
 33

固定資産除却損 188 －

投資有価証券評価損 － 30

特別退職金 － 872

特別損失合計 735 976

税金等調整前当期純利益 41,501 16,773

法人税、住民税及び事業税 11,973 5,226

法人税等調整額 5,127 391

法人税等合計 17,101 5,617

当期純利益 24,400 11,156

EDINET提出書類

ミツミ電機株式会社(E01785)

有価証券報告書

 41/108



③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
 至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
 至 平成21年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 38,107 39,890

当期変動額

新株の発行 1,782 －

当期変動額合計 1,782 －

当期末残高 39,890 39,890

資本剰余金

前期末残高 41,469 43,252

当期変動額

新株の発行 1,782 －

当期変動額合計 1,782 －

当期末残高 43,252 43,252

利益剰余金

前期末残高 47,567 68,953

在外子会社の会計処理の変更に伴う増減 － 167

当期変動額

剰余金の配当 △2,799 △4,373

当期純利益 24,400 11,156

連結範囲の変動 △90 －

在外連結子会社の機能通貨変更に伴う増
減 ※4

 △124 －

当期変動額合計 21,386 6,782

当期末残高 68,953 75,904

自己株式

前期末残高 △39 △67

当期変動額

自己株式の取得 △28 △18

当期変動額合計 △28 △18

当期末残高 △67 △86

株主資本合計

前期末残高 127,105 152,028

在外子会社の会計処理の変更に伴う増減 － 167

当期変動額

新株の発行 3,564 －

剰余金の配当 △2,799 △4,373

当期純利益 24,400 11,156

自己株式の取得 △28 △18

連結範囲の変動 △90 －

在外連結子会社の機能通貨変更に伴う増
減 ※4

 △124 －

当期変動額合計 24,922 6,763
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
 至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
 至 平成21年３月31日)

当期末残高 152,028 158,960

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 23 0

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△23 △2

当期変動額合計 △23 △2

当期末残高 0 △2

為替換算調整勘定

前期末残高 △6,991 △10,342

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△3,351 △2,158

当期変動額合計 △3,351 △2,158

当期末残高 △10,342 △12,501

評価・換算差額等合計

前期末残高 △6,968 △10,342

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△3,374 △2,161

当期変動額合計 △3,374 △2,161

当期末残高 △10,342 △12,503

純資産合計

前期末残高 120,137 141,686

在外子会社の会計処理の変更に伴う増減 － 167

当期変動額

新株の発行 3,564 －

剰余金の配当 △2,799 △4,373

当期純利益 24,400 11,156

自己株式の取得 △28 △18

連結範囲の変動 △90 －

在外連結子会社の機能通貨変更に伴う増減 ※4
 △124 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △3,374 △2,161

当期変動額合計 21,548 4,602

当期末残高 141,686 146,456
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
 至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
 至 平成21年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 41,501 16,773

減価償却費 13,927 14,031

減損損失 312 39

貸倒引当金の増減額（△は減少） △71 11

退職給付引当金の増減額（△は減少） 22 479

前払年金費用の増減額（△は増加） △716 △162

厚生年金基金代行返上損益（△は益） △9,242 －

受取利息及び受取配当金 △614 △323

支払利息 458 228

為替差損益（△は益） △1,057 △122

固定資産売却損益（△は益） △1,831 △17

固定資産除却損 1,934 1,058

固定資産圧縮損 233 33

補助金収入 △297 △85

投資有価証券売却損益（△は益） △8 0

投資有価証券評価損益（△は益） － 30

売上債権の増減額（△は増加） △14,961 26,115

たな卸資産の増減額（△は増加） 5,135 1,257

仕入債務の増減額（△は減少） △3,448 △18,260

未収消費税等の増減額（△は増加） △197 609

未払消費税等の増減額（△は減少） △87 △291

その他の資産の増減額（△は増加） 746 239

その他の負債の増減額（△は減少） △61 △1,855

小計 31,674 39,791

利息及び配当金の受取額 617 308

利息の支払額 △469 △241

補助金の受取額 297 85

法人税等の支払額 △10,938 △12,492

営業活動によるキャッシュ・フロー 21,181 27,451

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △316 △288

定期預金の払戻による収入 676 264

有形固定資産の取得による支出 △15,348 △12,712

有形固定資産の売却による収入 2,849 372

無形固定資産の取得による支出 △1,055 △765

出資金の払込による支出 △40 △66

その他 △20 14

投資活動によるキャッシュ・フロー △13,255 △13,180
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
 至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
 至 平成21年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △3,990 △2,580

新株予約権付社債の償還による支出 △45 －

自己株式の取得による支出 △28 △18

配当金の支払額 △2,797 △4,369

財務活動によるキャッシュ・フロー △6,860 △6,968

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1,181 △1,032

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △116 6,269

現金及び現金同等物の期首残高 32,586 32,367

連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 △102 －

現金及び現金同等物の期末残高 ※1
 32,367

※1
 38,636

EDINET提出書類

ミツミ電機株式会社(E01785)

有価証券報告書

 45/108



【連結財務諸表作成のための基本となる事項】

　

項目
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

１　連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社 15社
　連結子会社の名称は、「第１　企業
の概況 ４ 関係会社の状況」に記載
しているため、省略しております。
　なお、九州ミツミ株式会社は当連結
会計年度に当社が吸収合併しており
ます。
　また、MITSUMI UK LTD.は清算手続
中であり、当連結会計年度末日にお
いて連結の範囲から除外しておりま
す。

(1) 連結子会社 15社
　連結子会社の名称は、「第１　企業
の概況 ４ 関係会社の状況」に記載
しているため、省略しております。
　また、前連結会計年度で清算手続中
であったMITSUMI UK LTD.は清算手
続を結了しております。

　 (2) 非連結子会社の名称等
  株式会社エムジーアイ
MITSUMI UK LTD.
MITSUMI REALTY INC.
　上記３社は小規模会社であり、各社
の総資産、売上高、当期純損益及び利
益剰余金(持分に見合う額)等は、い
ずれも連結財務諸表に重要な影響を
及ぼしていないため、連結の範囲か
ら除外しております。

(2) 非連結子会社の名称等
  株式会社エムジーアイ
MITSUMI REALTY INC.
　上記２社は小規模会社であり、各社
の総資産、売上高、当期純損益及び利
益剰余金(持分に見合う額)等は、い
ずれも連結財務諸表に重要な影響を
及ぼしていないため、連結の範囲か
ら除外しております。

２　持分法の適用に関する事
項

(1) 持分法適用会社 ２社
　会社等の名称　　　　　　　　　
  感染症診断キット有限責任事業組合
  MITSUMI REALTY INC.
  なお 、 当連結会計年度より 、
MITSUMI REALTY INC.を持分法適用会
社に含めております。
(2) 持分法を適用していない非連結
　　子会社の名称等
株式会社エムジーアイ
MITSUMI UK LTD.

 　上記非連結子会社２社は、当期純損
益及び利益剰余金(持分に見合う額)
等に対する影響が軽微であり、かつ全
体として重要な影響を及ぼしていな
いため、持分法の適用から除外してお
ります。

(1) 持分法適用会社 ２社
　会社等の名称　　　　　　　　　
  感染症診断キット有限責任事業組合
  MITSUMI REALTY INC.
 　 
　　
　
(2) 持分法を適用していない非連結
　　子会社の名称等
株式会社エムジーアイ

 　上記非連結子会社は、当期純損益及
び利益剰余金(持分に見合う額)等に
対する影響が軽微であり、かつ全体と
して重要な影響を及ぼしていないた
め、持分法の適用から除外しておりま
す。

３　連結子会社の事業年度等
に関する事項

　連結子会社のうち、珠海三美電機有
限公司他３社の決算日は12月31日で
ありますが、連結決算に際しては、連
結決算日で仮決算を行っておりま
す。

    同左

４　会計処理基準に関する事
項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方
法

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方
法

　 　(イ)有価証券
　　　その他有価証券
　　　　時価のあるもの
　　　　　連結会計年度末日の市場価格等

に基づく時価法(評価差額は
全部純資産直入法により処理
し、売却原価は移動平均法に
より算定)

　　　　時価のないもの
　　　　　移動平均法に基づく原価法

(イ)有価証券
　　　その他有価証券
　　　　時価のあるもの
　　　　同左　

 
　　　　時価のないもの
　　　　　同左
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項目
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

　 　(ロ)たな卸資産

　　　製品、仕掛品：総平均法又は移動平

均法に基づく原価法

　　　原材料、貯蔵品：主として最終仕入

原価法に基づく原価法

(ロ)たな卸資産

　　製品、仕掛品：総平均法又は移動平

均法に基づく原価法(貸借対照表価

額は収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法により算定)

　　原材料及び貯蔵品：主として最終仕

入原価法に基づく原価法(貸借対照

表価額は収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法により算定)

(会計方針の変更)

　当連結会計年度より、「棚卸資産の

評価に関する会計基準」(企業会計

基準第９号　平成18年７月５日公表

分)を適用しております。

　この変更による損益への影響は軽

微であります。

　 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法

　 　(イ)有形固定資産

　　　資産の種類、構造、用途別に見積ら

れる耐用年数に基づく定率法に

よっております。ただし、平成10年

４月１日以降に取得した建物(建

物付属設備を除く)及び一部の在

外連結子会社は定額法によってお

ります。

（会計方針の変更）

  当社及び国内連結子会社（九州ミ

ツミ株式会社 平成19年10月１日付で

当社に吸収合併）は、法人税法の改正

に伴い、当連結会計年度より、平成19

年４月１日以降に取得した有形固定

資産について、改正後の法人税法に基

づく減価償却の方法に変更しており

ます。

　この変更に伴い、営業利益は604百万

円、経常利益及び税金等調整前当期純

利益はそれぞれ596百万円減少してお

ります。

　なお、セグメント情報に与える影響

については、当該箇所に記載しており

ます。

 

　(イ)有形固定資産(リース資産を除

く)

　　資産の種類、構造、用途別に見積られ

る耐用年数に基づく定率法によって

おります。ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物(建物付属設備

を除く)及び一部の在外連結子会社

は定額法によっております。

　　　　――――――――――
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項目
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

　  (追加情報)

　当社及び国内連結子会社（九州ミツ

ミ株式会社 平成19年10月１日付で当

社に吸収合併）は、法人税法の改正に

伴い、平成19年３月31日以前に取得し

た資産については、改正前の法人税法

に基づく減価償却の方法の適用によ

り取得価額の５％に到達した連結会

計年度の翌連結会計年度より、取得価

額の５％相当額と備忘価額との差額

を５年間にわたり均等償却し、減価償

却費に含めて計上しております。

　これにより、営業利益は401百万円、

経常利益及び税金等調整前当期純利

益はそれぞれ366百万円減少しており

ます。

　なお、セグメント情報に与える影響

については、当該箇所に記載しており

ます。

　

 (追加情報)

　法人税法の改正を契機として資産の

利用状況等を見直した結果、有形固定

資産の一部について耐用年数を変更

しております。

　この変更に伴い、当連結会計年度の

営業利益は401百万円、経常利益及び

税金等調整前当期純利益はそれぞれ

377百万円減少しております。

　なお、セグメント情報に与える影響

については、当該箇所に記載しており

ます。
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項目
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

　 　(ロ)無形固定資産

　資産の種類、用途別に見積られる耐用

年数に基づく定額法によっておりま

す。なお、販売用製品機器組込ソフト

ウェアについては、見込販売可能期間

(３年)に基づく定額法、自社利用のソ

フトウェアについては、社内における

利用可能期間(５年)に基づく定額法

によっております。

　　　――――――――――

 

　(ハ)長期前払費用

　　　定額法によっております。なお、償

却期間は２～５年であります。　　

(ロ)無形固定資産(リース資産を除

く)

　　同左

　

　

　

　

　

　　

(ハ)リース資産

　　所有権移転外ファイナンス・リース

取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっておりま

す。なお、平成20年３月31日以前に契

約をした、リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっております。　　

(ニ)長期前払費用

　　　同左

　 (3) 重要な引当金の計上基準 (3) 重要な引当金の計上基準

　 　(イ)貸倒引当金

  債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、当社は、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権及び破産

更生債権については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額を計上し

ております。在外連結子会社は、個別

見積りによる回収不能見込額を計上

しております。

　(イ)貸倒引当金

  　　同左

　 　(ロ)賞与引当金

当社及び一部の在外連結子会社は、

従業員に対する賞与の支出に備える

ため、賞与支給見込額のうち当連結会

計年度に対応する金額を引当計上し

ております。

(ロ)賞与引当金

　同左
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項目
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

　 　(ハ)退職給付引当金

　　　従業員の退職給付に備えるため、当

社及び一部の連結子会社は当連結

会計年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき計

上しております。また、一部の在外

連結子会社は、従業員に対する退

職金の支出に備えるため、連結会

計年度末要支給額の全額を引当計

上しております。

　なお、当連結会計年度末において

は、投資その他の資産「前払年金

費用」4,077百万円を計上してお

ります。

　　　会計基準変更時差異 (12,579百万

円のうち、退職給付信託設定によ

る償却額 2,279百万円を除いた残

額 10,300百万円)については、厚

生年金基金の代行返上に伴う償却

処理額を除き15年による按分額を

費用処理しております。

　過去勤務債務については、その発

生時の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（10年）による

按分額を費用処理しております。

　数理計算上の差異については、そ

の発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（10年）に

よる按分額をそれぞれ翌連結会計

年度より費用処理しております。　

　　　　　

　（追加情報）

　当社及び国内連結子会社（九州

ミツミ株式会社 平成19年10月１

日付で当社に吸収合併）は、確定

給付企業年金法の施行に伴い、厚

生年金基金の代行部分について、

平成18年４月28日の厚生労働大臣

による将来分支給義務免除の認可

に続き、平成19年５月１日に同じ

く厚生労働大臣から過去分返上の

認可を受けました。

　過去分返上の認可を受けたこと

により、当連結会計年度において

「退職給付会計に関する実務指針

（中間報告）」（日本公認会計士

協会 会計制度委員会報告第13

号）第44-2項に基づいた算定を行

い、厚生年金基金代行返上益とし

て9,242百万円の特別利益を計上

しております。　　

(ハ)退職給付引当金

　　　従業員の退職給付に備えるため、当

社及び一部の在外連結子会社は当

連結会計年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基づ

き退職給付引当金又は前払年金費

用を計上しております。

　　　会計基準変更時差異 (12,579百万

円のうち、退職給付信託設定によ

る償却額2,279百万円を除いた残

額10,300百万円)については、厚生

年金基金の代行返上に伴う償却処

理額を除き15年による按分額を費

用処理しております。

　数理計算上の差異については、そ

の発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（10年）に

よる按分額をそれぞれ翌連結会計

年度より費用処理しております。

　――――――――――　　　　
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項目
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

　 (4) 重要な外貨建の資産又は負債の本

邦通貨への換算基準

　　外貨建金銭債権債務は、連結決算日

の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理して

おります。なお、在外連結子会社の資

産及び負債は、連結決算日の直物為

替相場により円貨に換算し、収益及

び費用は期中平均相場により円貨に

換算し、換算差額は純資産の部にお

ける為替換算調整勘定に含めて表示

しております。

(4) 重要な外貨建の資産又は負債の本

邦通貨への換算基準

　　同左

　 (5) 重要なリース取引の処理方法 　　　　――――――――――

　 　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。

　

　 (6) 重要なヘッジ会計の方法

　(イ)ヘッジ会計の方法

　　　先物為替予約を行っており、為替予

約が付されている外貨建金銭債権

については、振当処理を行ってお

ります。

(5) 重要なヘッジ会計の方法

　(イ)ヘッジ会計の方法

　　同左

　 　(ロ)ヘッジ手段とヘッジ対象

　　　(ヘッジ手段)　 (ヘッジ対象)

　　　　為替予約　　外貨建金銭債権

　(ロ)ヘッジ手段とヘッジ対象

　　同左

　 　(ハ)ヘッジ方針

　　　外貨建取引の為替相場の変動リス

クを回避する目的で為替予約取引

を行っております。

　(ハ)ヘッジ方針

　　同左

　 　(ニ)ヘッジ有効性評価の方法

　　　リスク管理方針に従って、為替予約

を振当処理しているため、決算日

における有効性の評価を省略して

おります。

　(ニ)ヘッジ有効性評価の方法

　　同左

　 (7) その他の連結財務諸表作成のため

の重要な事項

(6) その他の連結財務諸表作成のため

の重要な事項

　 　消費税等の会計処理

　　税抜方式によっております。

　消費税等の会計処理

　　同左

５　連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

　連結子会社の資産及び負債の評価方

法は、全面時価評価法によっておりま

す。

　同左

６　連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

　連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金(現金及び現金同等物)は、手

許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金が可能であり、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取

得日から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。

　同左
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【会計方針の変更】

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

　　　　　　　――――――――――

 

 

(連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に

関する当面の取扱い)

　当連結会計年度より、「連結財務諸表作成における在

外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対

応報告第18号　平成18年５月17日）を適用し、連結決算

上必要な修正を行っております。

　この変更による損益への影響は軽微であります。

(リース取引に関する会計基準等)

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ

ておりましたが、当連結会計年度より、「リース取引に

関する会計基準」(企業会計基準第13号(平成５年６月

17日(企業会計審議会第一部会)、平成19年３月30日改

正))及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」

(企業会計基準適用指針第16号(平成６年１月18日(日

本公認会計士協会　会計制度委員会)、平成19年３月30

日改正))を適用し、通常の売買取引に係る会計処理に

よっております。

　なお、リース取引会計基準の改正適用初年度開始前の

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっております。

　この変更による損益への影響は軽微であります。

　

【表示方法の変更】

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

　前連結会計年度において、営業外収益の「その他」

に含めて表示していた特許料収入（前連結会計年度

110百万円）については、営業外収益の総額の百分の

十を超えたため、当連結会計年度より区分掲記してお

ります。

　「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則

等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日　内

閣府令第50号）が適用となることに伴い、前連結会計年

度において、「たな卸資産」として掲記されていたもの

は、当連結会計年度から「製品」「仕掛品」「原材料及

び貯蔵品」に区分掲記しております。なお、前連結会計

年度の「たな卸資産」に含まれる「製品」「仕掛品」

「原材料及び貯蔵品」は、それぞれ5,707百万円、5,114

百万円、23,157百万円であります。
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【注記事項】

(連結貸借対照表関係)

　
前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

※１　非連結子会社及び関連会社に対する

注記 百万円

投資有価証券(株式)

投資その他の資産・その他
209
36

※１　非連結子会社及び関連会社に対する

注記 百万円

投資有価証券(株式)

投資その他の資産・その他
198
117

※２　担保に供している有形固定資産(全て工場財団抵

当として供されている)

　　 百万円

　建物及び構築物 516

　機械装置及び運搬具 180

　工具、器具及び備品 44

　土地 173

　計 916

上記に対応する債務 百万円

　短期借入金 80

　計 80

　　　　　　　　――――――――――

※３　国庫補助金等の受入による有形固定資産の圧縮記

帳額

　　 百万円

　建物及び構築物 2

　機械装置及び運搬具 220

　工具、器具及び備品 46

　計 270

※３　国庫補助金等の受入による有形固定資産の圧縮記

帳額

　　 百万円

　建物及び構築物 4

　機械装置及び運搬具 252

　工具、器具及び備品 47

　計 304
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(連結損益計算書関係)

　
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

※１　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、15,817百万円であります。

※１　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、16,300百万円であります。

 

※２　当連結会計年度において、当社グループは以下の

資産グループについて減損損失を計上しており

ます。

場所 用途 種類 金額

山形県
天童市

遊休
建物及び構築物
土地

　140百万円
　172百万円

合　 計 312百万円

　　　　当社グループは、継続的に損益を把握している事業

部または連結子会社を基本単位とし、また、遊休

資産及び遊休不動産については個別にグルーピ

ングをしております。

　遊休資産については、当連結会計年度において、

今後の使用見込みがないと認識した建物及び構

築物並びに土地について、帳簿価額を回収可能価

額まで減額しております。

　回収可能価額は正味売却価額を使用しておりま

すが、建物及び構築物は時価の算出が困難等の理

由から備忘価額とし、土地は不動産鑑定評価額に

基づき算出しております。

　

 

※２　当連結会計年度において、当社グループは以下の

資産グループについて減損損失を計上しており

ます。

場所 用途 種類 金額

マレーシ
ア

遊休
建物及び構築物
土地

　24百万円
　15百万円

合　 計 39百万円

　　    当社グループは、継続的に損益を把握している事

業部または連結子会社を基本単位とし、また遊休

資産及び遊休不動産については個別にグルーピ

ングをしております。

  当連結会計年度においては、遊休資産として今

後の使用見込みがないと認識した建物及び構築

物並びに土地について、帳簿価額を回収可能価額

まで減額しております。

　なお、回収可能価額については正味売却価額を

使用しておりますが、上記資産については鑑定評

価額に基づき算出しております。　

※３　固定資産圧縮損は、国庫補助金等の受入により取

得価額から直接控除した額であります。

　　 百万円

　建物及び構築物 2

　機械装置及び運搬具 191

　工具、器具及び備品 40

　計 233

 

※４　固定資産売却益の内訳

　　   固定資産売却益は、当社及び一部の在外連結子会

社における建物及び構築物並びに土地の売却益

であります。

 

※３　固定資産圧縮損は、国庫補助金等の受入により取

得価額から直接控除した額であります。

　　 百万円

　建物及び構築物 1

　機械装置及び運搬具 31

　工具、器具及び備品 0

　計 33

 

               ――――――――――
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(千株) 84,853 2,644 ― 87,498
　

(変動事由の概要) 

発行済株式数の増加は、新株予約権付社債の新株予約権の行使によるものであります。

　
２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(千株) 24 6 ― 31
　

(変動事由の概要) 

自己株式数の増加は、単元未満株式の買取りによるものであります。

　
３　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成19年６月28日
定時株主総会

普通株式 2,799 33平成19年３月31日 平成19年６月29日

　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成20年６月27日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 4,373 50平成20年３月31日 平成20年６月30日

　

※４　在外連結子会社の機能通貨変更に伴う利益剰余金減少額　

MITSUMI UK LTD.の機能通貨を米ドルから英ポンドに変更したことによるものであります。
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当連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(千株) 87,498 ― ― 87,498
　

(変動事由の概要) 

該当事項はありません。

　
２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(千株) 31 10 ― 42
　

(変動事由の概要) 

自己株式数の増加は、単元未満株式の買取りによるものであります。

　
３　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成20年６月27日
定時株主総会

普通株式 4,373 50平成20年３月31日 平成20年６月30日

　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成21年６月26日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 3,060 35平成21年３月31日 平成21年６月29日
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に記載されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 32,752百万円

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金

△385

現金及び現金同等物 32,367

 
　２　重要な非資金取引の内容

新株予約権の行使による資本
金増加額

1,782百万円

新株予約権の行使による資本
剰余金増加額

1,782

新株予約権の行使による新株
予約権付社債減少額

3,564

 

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に記載されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 38,955百万円

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金

△318

現金及び現金同等物 38,636

 
               ――――――――――
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(リース取引関係)

　
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

　リース取引に関する会計基準適用初年度開始前の所有

権移転外ファイナンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

　 　
機械装置
及び
運搬具

　
工具、器
具及び備
品

　
無形
固定資産

　

合計

 
取得価額
相当額

　
 

百万円

57
　
 

百万円

402
　
 

百万円

59
　
 

百万円

519

減価償却
累計額
相当額

　 15　 165　 31

　

212

期末残高
相当額

　 41　 237　 27
　

306

　なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しております。

　 　
機械装置
及び
運搬具

　
工具、器
具及び備
品

　
無形
固定資産

　

合計

 
取得価額
相当額

　
 

百万円

55
　
 

百万円

334
　
 

百万円

55
　
 

百万円

445

減価償却
累計額
相当額

　 18　 172　 39

　

231

期末残高
相当額

　 37　 161　 15
　

214

　なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しております。

②　未経過リース料期末残高相当額

百万円

１年以内 99

１年超 206

合計 306

　なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法により算定しております。

②　未経過リース料期末残高相当額

百万円

１年以内 82

１年超 131

合計 214

　なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法により算定しております。

③　支払リース料及び減価償却費相当額

百万円

支払リース料 126

減価償却費相当額 126

③　支払リース料及び減価償却費相当額

百万円

支払リース料 102

減価償却費相当額 102

④　減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

によっております。

④　減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

によっております。
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(有価証券関係)

前連結会計年度(平成20年３月31日)

１　時価のある有価証券

その他有価証券

　

区分
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額
(百万円)

(連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えるもの)

　 　 　

株式 1 1 0

(連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えないもの)

　 　 　

株式 89 62 △26

合計 90 63 △26

　

２　当連結会計年度中に売却したその他有価証券

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円)

35 8 ―

　

３　時価評価されていない有価証券

その他有価証券

　

内容
連結貸借対照表計上額

(百万円)

非上場株式 214

債券 0

合計 214

　４　その他有価証券のうち満期があるものの連結決算日後における償還予定額

　

区分
１年以内
(百万円)

１年超５年以内
(百万円)

５年超10年以内
(百万円)

10年超(百万円)

(債券) 　 　 　 　

　事業債 ― 0 ― ―

合計 ― 0 ― ―
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当連結会計年度(平成21年３月31日)

　

１　時価のある有価証券

その他有価証券

　

区分
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額
(百万円)

(連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えるもの)

　 　 　

株式 ― ― ―

(連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えないもの)

　 　 　

株式 58 54 △4

合計 58 54 △4

（注）当連結会計年度において、その他有価証券について30百万円減損処理を行っております。

なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行

い、30％～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行って

おります。

　

２　当連結会計年度中に売却したその他有価証券

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円)

0 ― 0

　

３　時価評価されていない有価証券

その他有価証券

　
　

内容
連結貸借対照表計上額

(百万円)

非上場株式 202
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(デリバティブ取引関係)

１　取引の状況に関する事項

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

１　取引の状況に関する事項

　(1) 取引の内容及び利用目的等

　　　　当社グループは通常の営業過程における輸出取引に

より発生する為替相場の変動リスクを回避する目

的で、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を

行っております。

　　(イ)ヘッジ手段とヘッジ対象

　　　　　(ヘッジ手段)　　(ヘッジ対象)

　　　　　　為替予約　　 外貨建金銭債権

　　(ロ)ヘッジ方針

　　　　　外貨建取引の為替相場の変動リスクを回避する目

的で為替予約取引を行っております。

　　(ハ)ヘッジ有効性評価の方法

　　　　　リスク管理方針に従って、為替予約を振当処理して

いるため、決算日における有効性の評価を省略

しております。

１　取引の状況に関する事項

　(1) 取引の内容及び利用目的等

同左

 

 

 

　　(イ)ヘッジ手段とヘッジ対象

　　　同左

 

　　(ロ)ヘッジ方針

同左

 

　　(ハ)ヘッジ有効性評価の方法

同左

 

 

　(2) 取引に対する取組方針

　　　　当社グループの先物為替予約取引の限度額は、外貨

建金銭債権の範囲で行うこととし、投機目的によ

るデリバティブ取引は行わない方針であります。

　(2) 取引に対する取組方針

同左

　(3) 取引に係るリスク内容

　　　　当社グループの利用している先物為替予約取引は為

替相場の変動によるリスクを有しております。

　なお、当社グループの先物為替予約取引は全て為

替相場の変動に対してリスクヘッジが目的であ

り、契約先はいずれも信用度の高い金融機関であ

るため、相手方の契約不履行による信用リスクは

ほとんどないと判断しております。

　(3) 取引に係るリスク内容

同左

　(4) 取引に係るリスク管理体制

　　　　当社グループの先物為替予約取引は契約内容等につ

いて担当役員の承認を受けた後、資金担当部門が

実行及び管理業務を行っております。

　資金担当部門は月毎の定例取締役会に先物為替

予約取引を含んだ財務報告をしております。

　(4) 取引に係るリスク管理体制

同左

 

　

２　取引の時価等に関する事項

前連結会計年度(平成20年３月31日現在)

該当事項はありません。

　　なお、為替予約取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象から除いており

ます。

　

当連結会計年度(平成21年３月31日現在)

該当事項はありません。

なお、為替予約取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象から除いてお

ります。
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(退職給付関係)

前連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

１　採用している退職給付制度の概要

当社は、確定給付型の企業年金基金制度を有しております。これは、厚生年金基金の代行返上に伴い、従来

の厚生年金基金制度及び従業員非拠出型の確定給付企業年金制度から移行したものであります。また、一部

の海外子会社において退職一時金制度を設けております。

　

２　退職給付債務に関する事項

　 　 (百万円)

イ 退職給付債務 △36,057

ロ 年金資産 32,591

ハ 未積立退職給付債務(イ＋ロ) △3,465

ニ 会計基準変更時差異の未処理額 2,563

ホ 未認識数理計算上の差異 4,558

ヘ 連結貸借対照表計上額純額(ハ＋ニ＋ホ) 3,656

ト 前払年金費用 4,077

チ 退職給付引当金(ヘ－ト) △420

　

３　退職給付費用に関する事項

　 　 (百万円)

イ 勤務費用 1,703

ロ 利息費用 702

ハ 期待運用収益 △725

ニ 会計基準変更時差異の費用処理額 380

ホ 数理計算上の差異の費用処理額 454

ヘ 過去勤務債務の費用処理額 △52

ト 退職給付費用(イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ) 2,462

　

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

イ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

ロ 割引率 主に2.5％

ハ 期待運用収益率 主に3.0％

ニ 過去勤務債務の処理年数 10年

ホ 数理計算上の差異の処理年数 10年

ヘ 会計基準変更時差異の処理年数 15年
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当連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

１　採用している退職給付制度の概要

当社は、確定給付型の企業年金基金制度を有しております。また、一部の海外子会社において退職一時金

制度を設けております。

　

２　退職給付債務に関する事項

　 　 (百万円)

イ 退職給付債務 △25,019

ロ 年金資産 17,676

ハ 未積立退職給付債務(イ＋ロ) △7,342

ニ 会計基準変更時差異の未処理額 2,197

ホ 未認識数理計算上の差異 8,545

ヘ 連結貸借対照表計上額純額(ハ＋ニ＋ホ) 3,399

ト 前払年金費用 4,239

チ 退職給付引当金(ヘ－ト) △839

　

３　退職給付費用に関する事項

　 　 (百万円)

イ 勤務費用 1,515

ロ 利息費用 654

ハ 期待運用収益 △618

ニ 会計基準変更時差異の費用処理額 366

ホ 数理計算上の差異の費用処理額 855

へ 退職給付費用(イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ) 2,774

　（注）上記退職給付費用以外に、特別退職金872百万円を特別損失として計上しております。

　

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

イ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

ロ 割引率 主に2.5％

ハ 期待運用収益率 主に3.0％

ニ 数理計算上の差異の処理年数 10年

ホ 会計基準変更時差異の処理年数 15年

　
　

次へ
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(税効果会計関係)

　
前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳
(1) 流動資産及び流動負債の部 百万円

繰延税金資産 　
　賞与引当金 659
　棚卸資産評価損 372
　外国法人税額 1,898
　未払事業税 758
　その他 596
繰延税金資産小計 4,284
評価性引当額 △1,211
差引繰延税金資産 3,073
繰延税金負債との相殺 △22
繰延税金資産の純額 3,050
　 　
　

　 　

繰延税金負債 　

　固定資産圧縮積立金 △22

繰延税金負債合計 △22

繰延税金資産との相殺 22

繰延税金負債の純額 ―

　 　

 

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳
(1) 流動資産及び流動負債の部 百万円

繰延税金資産 　
　賞与引当金 612
　棚卸資産評価損 362
　外国法人税額 164
　未払費用 183
　固定資産除却損 148
　その他 745
繰延税金資産小計 2,217
評価性引当額 △3
差引繰延税金資産 2,214
繰延税金負債との相殺 △22
繰延税金資産の純額 2,191
　 　

　 　

繰延税金負債 　

　固定資産圧縮積立金 △22

繰延税金負債合計 △22

繰延税金資産との相殺 22

繰延税金負債の純額 ―

　 　

 
(2) 固定資産及び固定負債の部 百万円

繰延税金資産 　
　減損損失 505
　固定資産除却損 87
　減価償却費 458
　退職給付引当金 250
　その他 907
繰延税金資産小計 2,209
評価性引当額 △735
差引繰延税金資産 1,474
繰延税金負債との相殺 △1,007
繰延税金資産の純額 467

　
　

　
　

繰延税金負債 　
　子会社留保利益に係わる
　税効果

△1,975

　固定資産圧縮積立金 △266
　子会社株式評価損 △114
　前払年金費用 △1,659
　その他 △93
繰延税金負債合計 △4,109
繰延税金資産との相殺 1,007
繰延税金負債の純額 △3,102

　

(2) 固定資産及び固定負債の部 百万円
繰延税金資産 　
　減損損失 259
　繰越欠損金 320
　減価償却費 554
　退職給付引当金 193
　その他 758
繰延税金資産小計 2,087
評価性引当額 △692
差引繰延税金資産 1,395
繰延税金負債との相殺 △956
繰延税金資産の純額 438

　
　

　
　

繰延税金負債 　
　子会社留保利益に係わる
　税効果

△1,016

　固定資産圧縮積立金 △267
　子会社株式評価損 △210
　前払年金費用 △1,725
　その他 △66
繰延税金負債合計 △3,287
繰延税金資産との相殺 956
繰延税金負債の純額 △2,330

　
　

EDINET提出書類

ミツミ電機株式会社(E01785)

有価証券報告書

 64/108



　 前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　　　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が法定実効税率の百分の五以下であ

るため注記を省略しております。

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

(調整) 　

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.3

評価性引当額 0.4

連結子会社留保利益に係る税効果 △5.7

連結子会社実効税率差額 △3.2

法人税特別控除 △1.2

その他 2.2

税効果会計適用後の法人税等の負担率 33.5％
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当社グループは、電気、通信機器の部品の製造販売を主要事業としており、当連結会計年度及び前

連結会計年度共に当該セグメント以外に開示基準に該当するセグメントはありません。このため、事

業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

　

【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　

　
日本
(百万円)

アジア
(百万円)

欧州
(百万円)

北米
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に対する
　　　売上高

179,398111,3638,072 3,109301,944 ― 301,944

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

107,194160,506 120 364 268,186(268,186)―

計 286,592271,8708,192 3,474570,130(268,186)301,944

　　営業費用 260,436265,0108,227 3,379537,054(268,288)268,766

　　 営業利益又は
　　 営業損失(△)

26,1556,860 △34 95 33,076 101 33,178

Ⅱ　資産 212,43868,1642,507 2,208285,317(62,042)223,275

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　各区分に属する主な国又は地域

(1) アジア……香港、シンガポール、マレーシア、タイ、中国、台湾、韓国、フィリピン

(2) 欧　州……英国、ドイツ

(3) 北　米……米国

３　資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は14,595百万円であり、その主なものは、当社での余

資運用資金(現金及び預金)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等であります。

４  　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当連結会計年度より、当社及び国内

連結子会社（九州ミツミ株式会社 平成19年10月１日付で当社に吸収合併）は、法人税法の改正に伴い、平成

19年４月１日以降に取得した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更して

おります。この変更に伴い、従来の方法に比べ、当連結会計年度の営業費用は、「日本」が604百万円増加し、営

業利益が同額減少しております。

　また、平成19年３月31日以前に取得した資産については、改正前の法人税法に基づく減価償却の方法の適用

により取得価額の５％に到達した連結会計年度の翌連結会計年度より、取得価額の５％相当額と備忘価額と

の差額を５年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上しております。これにより、従来の方法に比べ、

当連結会計年度の営業費用は、「日本」が401百万円増加し、営業利益が同額減少しております。
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当連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

　

　
日本
(百万円)

アジア
(百万円)

欧州
(百万円)

北米
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に対する
　　　売上高

160,80883,2332,198 1,494247,734 ― 247,734

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

72,066136,088 36 300 208,491(208,491)―

計 232,874219,3212,234 1,794456,225(208,491)247,734

　　営業費用 217,916214,1482,226 1,873436,165(209,143)227,021

　　 営業利益又は
　　 営業損失(△)

14,9585,173 7 △79 20,059 652 20,712

Ⅱ　資産 178,10462,4051,197 1,874243,582(48,295)195,286

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　各区分に属する主な国又は地域

(1) アジア……香港、シンガポール、マレーシア、タイ、中国、台湾、韓国、フィリピン

(2) 欧　州……ドイツ

(3) 北　米……米国

３　資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は24,657百万円であり、その主なものは、当社での余

資運用資金(現金及び預金)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等であります。

４　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、法人税法の改正を契機として資産の利

用状況等を見直した結果、有形固定資産の一部について耐用年数を変更しております。

この結果、従来の方法によった場合に比べて、当連結会計年度の「日本」の営業費用は401百万円増加し、営業

利益は同額減少しております。
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【海外売上高】

前連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　

　 アジア 欧州 北米 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 121,459 9,497 4,922 135,879

Ⅱ　連結売上高(百万円) 　 　 　 301,944

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

40.2 3.2 1.6 45.0

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　各区分に属する主な国又は地域

(1) アジア……香港、シンガポール、マレーシア、タイ、中国、台湾、韓国、フィリピン

(2) 欧　州……英国、ドイツ

(3) 北　米……米国

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

　

当連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

　

　 アジア 欧州 北米 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 88,001 6,517 1,842 96,362

Ⅱ　連結売上高(百万円) 　 　 　 247,734

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

35.5 2.6 0.8 38.9

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　各区分に属する主な国又は地域

(1) アジア……香港、シンガポール、マレーシア、タイ、中国、台湾、韓国、フィリピン

(2) 欧　州……ドイツ

(3) 北　米……米国

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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【関連当事者情報】

前連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

    該当事項はありません。

　

当連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

　(追加情報)

当連結会計年度から平成18年10月17日公表の、「関連当事者の開示に関する会計基準」(企業会計基準委員

会　企業会計基準第11号)及び「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会　企業

会計基準適用指針第13号)を適用しております。なお、これによる開示対象範囲の変更はありません。

　

連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主等

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

役員及
びその
近親者
が議決
権の過
半数を
自己の
計算に
おいて
所有し
ている
会社等

N e t p l a n
E x h i b i t
Services. Inc.

米国 ―

展 示 会 の
ブースのデ
ザイン及び
施工

　 ―

展 示 会 の
ブースのデ
ザイン及び
施工の委託

展示会の
ブースのデ
ザイン及び
施工

11 ― ―

(注) １　代表取締役社長　森部茂の近親者が議決権の100%を直接保有しております。

２　取引条件及び取引条件の決定方針等

(1) 取引価格については、市場価格に基づき、交渉の上、決定しております。

(2) 取引金額には消費税等は含まれておりません。
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(１株当たり情報)

　
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

１株当たり純資産額 1,619.89円１株当たり純資産額 1,674.63円

１株当たり当期純利益金額 282.77円１株当たり当期純利益金額 127.55円

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額

278.96円
　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ
いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ
ん。

(注)　算定上の基礎

１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

項目
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

１株当たり当期純利益金額 　 　

当期純利益(百万円) 24,400 11,156

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る当期純利益(百万円) 24,400 11,156

普通株式の期中平均株式数(千株) 86,288 87,461

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 　 　

当期純利益調整額(百万円) ― ―

普通株式増加数(千株) 1,180 ―

(うち新株予約権付社債) (1,180) (―)

希薄化効果を有しないため、潜在株式
調整後１株当たり当期純利益金額の算
定に含まれなかった潜在株式の概要

― ―

　

(重要な後発事象)

　該当事項はありません。
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⑤ 【連結附属明細表】

　

【社債明細表】

該当事項はありません。

　

【借入金等明細表】

区分
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率(％) 返済期限

短期借入金 6,111 5,992 1.7 ―

１年内返済予定の長期借入金 2,580 1,250 0.9 ―

１年内返済予定のリース債務 　― ― 　― ―

長期借入金(１年内返済予定のも
のを除く)

1,250 ― ― ―

リース債務(１年内返済予定のも
のを除く)

　― ― 　― ―

その他有利子負債 　― ― 　― ―

合計 9,941 7,242 ― ―

(注)　「平均利率」につきましては、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

　

　

(2) 【その他】

当連結会計年度における四半期情報

　

　
第１四半期

(自 平成20年４月１日
至 平成20年６月30日)

第２四半期
(自 平成20年７月１日
至 平成20年９月30日)

第３四半期
(自 平成20年10月１日
至 平成20年12月31日)

第４四半期
(自 平成21年１月１日
至 平成21年３月31日)

売上高 (百万円) 66,453 76,555 61,709 43,016

税金等調整前四半期
純利益又は四半期純
損失(△)

(百万円) 7,322 8,532 2,418 △1,500

四半期純利益 (百万円) 4,271 5,127 1,752 4

１株当たり
四半期純利益金額

(円) 48.84 58.62 20.04 0.06
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２【財務諸表等】
(1)【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 14,084 24,174

受取手形 853 722

売掛金 ※1
 89,823

※1
 66,116

材料支給債権 ※1
 15,216

※1
 6,047

商品及び製品 1,885 1,100

原材料 14,131 －

仕掛品 4,305 3,867

貯蔵品 884 －

原材料及び貯蔵品 － 18,800

前払費用 24 43

繰延税金資産 2,901 1,990

未収入金 1,598 615

その他 29 23

貸倒引当金 △28 △21

流動資産合計 145,709 123,479

固定資産

有形固定資産

建物 ※2, ※3
 17,371

※3
 17,406

減価償却累計額 △9,513 △9,911

建物（純額） 7,857 7,495

構築物 ※2
 1,165 1,199

減価償却累計額 △706 △739

構築物（純額） 458 459

機械及び装置 ※2, ※3
 61,417

※3
 60,995

減価償却累計額 △49,220 △51,027

機械及び装置（純額） 12,196 9,967

車両運搬具 ※3
 535

※3
 537

減価償却累計額 △423 △422

車両運搬具（純額） 111 114

工具、器具及び備品 ※2, ※3
 27,408

※3
 27,288

減価償却累計額 △23,211 △23,622

工具、器具及び備品（純額） 4,197 3,666

土地 ※2
 5,489 5,489

建設仮勘定 221 192

有形固定資産合計 30,531 27,384

無形固定資産

特許権 4 3

ソフトウエア 2,242 2,063
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

施設利用権 22 19

電話加入権 30 30

無形固定資産合計 2,299 2,116

投資その他の資産

投資有価証券 68 58

関係会社株式 19,469 19,458

関係会社出資金 16,553 15,618

長期前払費用 267 92

前払年金費用 4,077 4,239

その他 249 246

貸倒引当金 △77 △106

投資その他の資産合計 40,608 39,607

固定資産合計 73,439 69,109

資産合計 219,148 192,589

負債の部

流動負債

支払手形 3,529 1,838

買掛金 ※1
 46,225

※1
 30,720

短期借入金 6,111 5,992

1年内返済予定の長期借入金 ※2
 2,580 1,250

未払金 3,026 1,467

未払費用 2,625 2,146

未払法人税等 7,431 244

賞与引当金 1,620 1,505

設備関係支払手形 992 276

その他 1,283 834

流動負債合計 75,426 46,276

固定負債

長期借入金 1,250 －

繰延税金負債 1,121 1,309

その他 299 258

固定負債合計 2,670 1,568

負債合計 78,097 47,844
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 39,890 39,890

資本剰余金

資本準備金 42,250 42,250

資本剰余金合計 42,250 42,250

利益剰余金

利益準備金 1,505 1,505

その他利益剰余金

固定資産圧縮積立金 421 423

固定資産圧縮特別勘定積立金 128 90

繰越利益剰余金 56,938 60,674

利益剰余金合計 58,993 62,693

自己株式 △67 △86

株主資本合計 141,066 144,747

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △15 △2

評価・換算差額等合計 △15 △2

純資産合計 141,051 144,745

負債純資産合計 219,148 192,589
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②【損益計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成19年４月１日
 至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
 至 平成21年３月31日)

売上高

商品及び製品売上高 290,019 238,410

売上高合計 ※1
 290,019

※1
 238,410

売上原価

商品及び製品期首たな卸高 2,433 1,885

合併による商品受入高 37 －

当期商品仕入高 24,476 5,013

当期製品製造原価 ※3
 222,433

※3
 201,580

合計 249,380 208,478

商品及び製品期末たな卸高 1,885 1,100

売上原価合計 ※2
 247,495

※2
 207,378

売上総利益 42,523 31,031

販売費及び一般管理費

販売手数料 553 457

運賃及び荷造費 1,264 988

広告宣伝費 548 345

貸倒引当金繰入額 4 －

役員報酬 297 294

従業員給料 2,697 2,733

従業員賞与 688 698

賞与引当金繰入額 378 372

退職給付引当金繰入額 391 489

福利厚生費 699 713

賃借料 194 177

租税公課 82 39

旅費及び交通費 570 569

交際費 97 82

通信費 142 151

研究開発費 ※3
 3,168

※3
 3,920

減価償却費 183 243

支払手数料 － 985

雑費 2,068 895

販売費及び一般管理費合計 14,035 14,158

営業利益 28,488 16,872

営業外収益

受取利息 127 54

受取配当金 ※4
 3,598

※4
 83

受取ロイヤリティー 1,531 107

雑収入 150 169

営業外収益合計 5,408 415
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成19年４月１日
 至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
 至 平成21年３月31日)

営業外費用

支払利息 454 218

固定資産除却損 945 698

為替差損 1,830 2,375

雑損失 291 389

営業外費用合計 3,522 3,682

経常利益 30,374 13,605

特別利益

厚生年金基金代行返上益 8,670 －

固定資産売却益 ※5
 1,407 －

抱合せ株式消滅差益 391 －

補助金収入 297 85

貸倒引当金戻入額 1 6

特別利益合計 10,768 91

特別損失

減損損失 ※6
 312 －

固定資産圧縮損 ※7
 233

※7
 33

固定資産除却損 ※8
 188 －

投資有価証券評価損 － 30

特別損失合計 735 64

税引前当期純利益 40,407 13,632

法人税、住民税及び事業税 11,258 4,469

法人税等調整額 4,173 1,089

法人税等合計 15,432 5,559

当期純利益 24,975 8,073
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【製造原価明細書】

　

　 　
前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

Ⅰ　材料費 　 　 161,60172.6 　 142,02470.5

Ⅱ　労務費 　 　 17,398 7.8 　 17,875 8.9

Ⅲ　経費 　 　 　 　 　 　 　

外注加工費 　 15,342 　 　 13,805 　 　

特許権使用料 　 226 　 　 178 　 　

減価償却費 　 8,874 　 　 9,546 　 　

その他 　 19,140 43,584 19.6 18,109 41,639 20.6

当期総製造費用 　 　 222,585100.0 　 201,538100.0

仕掛品期首たな
卸高

　 　 3,840 　 　 4,305 　

合併引継仕掛品
たな卸高

　 　 750 　 　 － 　

　　合計 　 　 227,175 　 　 205,844 　

仕掛品期末たな
卸高

　 　 4,305 　 　 3,867 　

他勘定振替高 ※１ 　 436 　 　 397 　

当期製品製造原価 　 　 222,433 　 　 201,580 　

(注) ※１　主として社内製作設備への振替高であります。

　２　原価計算の方法は、実際原価に基づく製品別総合原価計算を採用しております。
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成19年４月１日
 至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
 至 平成21年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 38,107 39,890

当期変動額

新株の発行 1,782 －

当期変動額合計 1,782 －

当期末残高 39,890 39,890

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 40,467 42,250

当期変動額

新株の発行 1,782 －

当期変動額合計 1,782 －

当期末残高 42,250 42,250

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 1,505 1,505

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,505 1,505

その他利益剰余金

固定資産圧縮積立金

前期末残高 － 421

当期変動額

固定資産圧縮積立金の積立 421 38

固定資産圧縮積立金の取崩 － △36

当期変動額合計 421 1

当期末残高 421 423

固定資産圧縮特別勘定積立金

前期末残高 － 128

当期変動額

固定資産圧縮特別勘定積立金の積
立

128 －

固定資産圧縮特別勘定積立金の取
崩

－ △38

当期変動額合計 128 △38

当期末残高 128 90

繰越利益剰余金

前期末残高 35,311 56,938

当期変動額

剰余金の配当 △2,799 △4,373

固定資産圧縮積立金の積立 △421 △38
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成19年４月１日
 至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
 至 平成21年３月31日)

固定資産圧縮積立金の取崩 － 36

固定資産圧縮特別勘定積立金の積
立

△128 －

固定資産圧縮特別勘定積立金の取
崩

－ 38

当期純利益 24,975 8,073

当期変動額合計 21,626 3,736

当期末残高 56,938 60,674

利益剰余金合計

前期末残高 36,817 58,993

当期変動額

剰余金の配当 △2,799 △4,373

固定資産圧縮積立金の積立 － －

固定資産圧縮積立金の取崩 － －

固定資産圧縮特別勘定積立金の積立 － －

固定資産圧縮特別勘定積立金の取崩 － －

当期純利益 24,975 8,073

当期変動額合計 22,176 3,699

当期末残高 58,993 62,693

自己株式

前期末残高 △39 △67

当期変動額

自己株式の取得 △28 △18

当期変動額合計 △28 △18

当期末残高 △67 △86

株主資本合計

前期末残高 115,353 141,066

当期変動額

新株の発行 3,564 －

剰余金の配当 △2,799 △4,373

当期純利益 24,975 8,073

自己株式の取得 △28 △18

当期変動額合計 25,712 3,680

当期末残高 141,066 144,747

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 10 △15

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△26 12

当期変動額合計 △26 12

当期末残高 △15 △2
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成19年４月１日
 至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
 至 平成21年３月31日)

純資産合計

前期末残高 115,364 141,051

当期変動額

新株の発行 3,564 －

剰余金の配当 △2,799 △4,373

当期純利益 24,975 8,073

自己株式の取得 △28 △18

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △26 12

当期変動額合計 25,686 3,693

当期末残高 141,051 144,745
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【重要な会計方針】

　

　
前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

１　有価証券の評価基準及び

評価方法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

　　移動平均法に基づく原価法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

同左

　 (2) その他有価証券

　　時価のあるもの：決算期末日の市場

価格等に基づく時価法(評価差額

は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により

算定)

　　時価のないもの：移動平均法に基づ

く原価法

(2) その他有価証券

　　時価のあるもの

同左

 

時価のないもの

　　同左

２　たな卸資産の評価基準及

び評価方法

(1) 商品

　　移動平均法に基づく原価法

(2) 製品、仕掛品

　　総平均法に基づく原価法

(3) 原材料、貯蔵品

　　主として最終仕入原価法に基づく原

価法

(1) 商品

　　移動平均法に基づく原価法(貸借対

照表価額は収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法により算定) 

(2) 製品、仕掛品

　　総平均法に基づく原価法(貸借対照

表価額は収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法により算定) 

(3) 原材料及び貯蔵品

　　主として最終仕入原価法に基づく原

価法(貸借対照表価額は収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法に

より算定) 

(会計方針の変更)

　当事業年度より、「棚卸資産の評価に

関する会計基準」(企業会計基準第９

号　平成18年７月５日公表分)を適用し

ております。

　この変更による損益への影響は軽微

であります。
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前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

３　固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産

　 　資産の種類、構造、用途別に見積ら

れる耐用年数に基づく定率法に

よっております。

ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物（建物付属設備を除

く）については、定額法によって

おります。

　なお、主な耐用年数は次のとおり

であります。

建物・構築物 15～38年

機械及び装置 ５～10年

工具、器具及び備品 ２～８年

(1)有形固定資産(リース資産を除く)

　 　資産の種類、構造、用途別に見積ら

れる耐用年数に基づく定率法に

よっております。 

ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物（建物付属設備を除

く）については、定額法によって

おります。 

　なお、主な耐用年数は次のとおり

であります。

建物・構築物 15～38年

機械及び装置 ５～８年

工具、器具及び備品 ２～８年

　 （会計方針の変更）

　　法人税法の改正((所得税法等の一

部を改正する法律  平成19年３月

30日　法律第６号)及び(法人税法

施行令の一部を改正する政令　平

成19年３月30日　政令第83号))に

伴い、当事業年度から、平成19年４

月１日以降に取得したものについ

ては、改正後の法人税法に基づく

方法に変更しております。

　この結果、従来の方法によった場

合に比べて営業利益が572百万円、

経常利益及び税引前当期純利益が

それぞれ566百万円減少しており

ます。

　　 

　　 ――――――――――
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前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

　 （追加情報）

　  当事業年度から、平成19年３月31

日以前に取得したものについて

は、償却可能限度額まで償却が終

了した翌年から５年間で均等償却

する方法によっております。

　当該変更に伴う損益に与える影

響は、営業利益が395百万円、経常

利益及び税引前当期純利益がそれ

ぞれ360百万円減少しております。

　

（追加情報）

　　当事業年度より、法人税法の改正

を契機として資産の利用状況等を

見直した結果、有形固定資産の一

部について耐用年数を変更してお

ります。

　当該変更に伴う損益に与える影

響は、営業利益が401百万円、経常

利益及び税引前当期純利益がそれ

ぞれ377百万円減少しております。

　

　 (2) 無形固定資産

　　　資産の種類、用途別に見積られる耐

用年数に基づく定額法によってお

ります。

　なお、販売用製品機器組込ソフト

ウェアについては、見込販売可能

期間（３年）に基づく定額法、自

社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法によって

おります。

(2)無形固定資産(リース資産を除く)

　　同左

　 　　 

　　　 ――――――――――

(3) 長期前払費用

　　  定額法によっております。　

  なお、償却期間は２～５年であ

ります。　

(3)リース資産

　所有権移転外ファイナンス・

リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によってお

ります。なお、平成20年３月31日以

前に契約をした、リース物件の所

有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

(4) 長期前払費用

　　同左

  

４　外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差

額は損益として処理しております。

　　同左
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前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

５　引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権及び

破産更生債権については個別に回

収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。

(1) 貸倒引当金

　　同左

　 (2) 賞与引当金

　従業員に対する賞与の支出に備

えるため、賞与支給見込額のうち

当期に対応する金額を引当計上し

ております。

(2) 賞与引当金

　　同左

　 (3) 退職給付引当金

　　　従業員の退職給付に備えるため、期

末日における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき計上して

おります。

　　なお、当事業年度末においては、投

資その他の資産に「前払年金費

用」4,077百万円を計上しており

ます。

　 　 会計基準変更時差異(12,579百万

円のうち、退職給付信託設定によ

る償却額2,279百万円を除いた残

額10,300百万円)については、厚生

年金基金の代行返上に伴う償却処

理額を除き15年による按分額を費

用処理しております。

　　　過去勤務債務については、その発生

時の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(10年)による按分

額を費用処理しております。

　　　数理計算上の差異については、その

発生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数(10年)による

按分額をそれぞれ翌期より費用処

理しております。

(3) 退職給付引当金

　　　従業員の退職給付に備えるため、期

末日における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき計上して

おります。

　　なお、当事業年度末においては、投

資その他の資産に「前払年金費

用」を計上しております。

　 　 会計基準変更時差異(12,579百万

円のうち、退職給付信託設定によ

る償却額2,279百万円を除いた残

額10,300百万円)については、厚生

年金基金の代行返上に伴う償却処

理額を除き15年による按分額を費

用処理しております。

　　　数理計算上の差異については、その

発生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数(10年)による

按分額をそれぞれ翌期より費用処

理しております。

　 (追加情報)

　確定給付企業年金法の施行に伴

い、厚生年金基金の代行部分につ

いて、平成18年４月28日の厚生労

働大臣による将来分支給義務免除

の認可に続き、平成19年５月１日

に同じく厚生労働大臣から過去分

返上の認可をを受けました。

　過去分返上の認可を受けたこと

により、当事業年度において「退

職給付会計に関する実務指針（中

間報告）」(日本公認会計士協会 

会計制度委員会報告第13号)第

44-2項に基づいた算定を行い、厚

生年金基金代行返上益として

8,670百万円の特別利益を計上し

ております。

　　 

　　 ――――――――――
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前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

６　リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

 　――――――――――

７　ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法

　　　先物為替予約を行っており、為替予

約が付されている外貨建金銭債権

については、振当処理を行ってお

ります。

(1) ヘッジ会計の方法

　　同左

　 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象

(ヘッジ手段)(ヘッジ対象)

為替予約 外貨建金銭債権

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

　 (3) ヘッジ方針

　　　外貨建取引の為替相場の変動リス

クを回避する目的で為替予約取引

を行っております。

(3) ヘッジ方針

　　同左

　

(4) ヘッジ有効性評価の方法

　　　リスク管理方針に従って、為替予約

を振当処理しているため、決算日

における有効性の評価を省略して

おります。

(4) ヘッジ有効性評価の方法
　　同左

８　その他の財務諸表作成の

ための基本となる重要な

事項

消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

　 同左
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【会計方針の変更】

　
前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

　　    

            ――――――――――

　

　(リース取引に関する会計基準等)

　所有権移転外ファイナンス・リース取引について

は、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっておりましたが、当事業年度より、「リース取引

に関する会計基準」(企業会計基準第13号(平成５年

６月17日(企業会計審議会第一部会)、平成19年３月30

日改正))及び「リース取引に関する会計基準の適用

指針」(企業会計基準適用指針第16号(平成６年１月

18日(日本公認会計士協会　会計制度委員会)、平成19

年３月30日改正))を適用し、通常の売買取引に係る会

計処理によっております。

　なお、リース取引会計基準の改正適用初年度開始前

の所有権移転外ファイナンス・リース取引について

は、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。

　この変更による損益への影響は軽微であります。

　

【表示方法の変更】

前事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

前事業年度において、営業外収益の「雑収入」に含めて

表示していた特許料収入（前事業年度110百万円）につ

いては、営業外収益の総額の百分の十を超えたため、当

事業年度より区分掲記しております。

前事業年度において、販売費及び一般管理費の「雑費」

に含めて表示していた支払手数料（前事業年度898百万

円）については、販売費及び一般管理費の総額の百分の

五を超えたため、当事業年度より区分掲記しておりま

す。
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【注記事項】

(貸借対照表関係)

　
前事業年度

(平成20年３月31日)
当事業年度

(平成21年３月31日)

※１　関係会社に対する主な資産・負債
　区分掲記した以外で各科目に含まれているもの
は次のとおりであります。

百万円

売掛金 560

材料支給債権 13,408

買掛金 13,236

※１　関係会社に対する主な資産・負債
　区分掲記した以外で各科目に含まれているもの
は次のとおりであります。

百万円

売掛金 231

材料支給債権 5,077

買掛金 8,542
※２　担保に供している有形固定資産(全て工場財団抵当

として供されている)
百万円

建物 513

構築物 3

機械及び装置 180

工具、器具及び備品 44
土地 173

計 916

　　 
　　　　――――――――――

　

　　　　上記に対応する債務
百万円

１年内返済予定の
長期借入金

80

　　　　
　

　 　

※３　国庫補助金等の受入による有形固定資産の圧縮記
帳額

百万円

建物 2

機械及び装置 211

車両運搬具 8
工具、器具及び備品 46

計 270

※３　国庫補助金等の受入による有形固定資産の圧縮記
帳額

百万円

建物 4

機械及び装置 243

車両運搬具 8
工具、器具及び備品 47

計 304
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(損益計算書関係)

　
前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

※１　売上高には関係会社への売上高10,559百万円が含

まれております。

※１　売上高には関係会社への売上高3,725百万円が含ま

れております。

※２  売上原価には関係会社からの仕入高167,627百万

円が含まれております。

※２  売上原価には関係会社からの仕入高140,819百万

円が含まれております。

※３　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、15,693百万円であります。

※３　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、16,303百万円であります。

※４　受取配当金には関係会社からの受取配当金3,597百

万円が含まれております。

※４　受取配当金には関係会社からの受取配当金81百万

円が含まれております。

※５　固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

　　　 土地　　　　　　　　　　　1,407百万円

　　　　　　　――――――――――

 

※６  当事業年度において、当社は以下の資産グループ

について減損損失を計上しております。　

場所 用途 種類 金額

山形県
天童市

遊休

建物 135百万円

構築物 5百万円

土地 172百万円

合　 計 312百万円

　当社は、継続的に損益を把握している事業部を基本単

位とし、また、遊休資産及び遊休不動産については個別

にグルーピングをしております。

　遊休資産については、当事業年度において、今後の使

用見込みがないと認識した建物及び構築物並びに土地

について、帳簿価額を回収可能価額まで減額しており

ます。

　なお、回収可能価額は正味売却価額を使用しておりま

すが、建物及び構築物は時価の算出が困難等の理由か

ら備忘価額とし、土地は不動産鑑定評価額に基づき算

出しております。

　　 

　　　　――――――――――

※７　固定資産圧縮損は、国庫補助金等の受入により取得

価額から直接控除した額であります。
百万円

建物 2
機械及び装置 182
車両運搬具 8
工具、器具及び備品 40
計 233

※７　固定資産圧縮損は、国庫補助金等の受入により取得

価額から直接控除した額であります。
百万円

建物 1
機械及び装置 31
工具、器具及び備品 0
計 33

※８  固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。
百万円

建物 170
構築物 11
機械及び装置 0
車両運搬具 0
工具、器具及び備品 5
計 188

　　 

　　　　――――――――――
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(株主資本等変動計算書関係)

　
前事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　

自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(千株) 24 6 － 31
　

(変動事由の概要) 

 自己株式数の増加は、単元未満株式の買取りによるものであります。

　

当事業年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)
　

自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(千株) 31 10 － 42
　

(変動事由の概要) 

 自己株式数の増加は、単元未満株式の買取りによるものであります。
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(リース取引関係)

　
前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

リース取引に関する会計基準適用初年度開始前の所有権

移転外ファイナンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

　 　

機械
及
び装
置

　
車両
運搬
具

　 工具、
器具
及び
備品

　 ソフ
ト
ウェ
ア

　 合計

 
取得価
額
相当額

　 52　 4

　

402

　

59 　

百万円

519

　

減価償却
累
計額相当
額

15　 0

　

165

　

31

　

212

　

期末残
高
相当額

　 37　 3
　
237

　
27

　
306

　なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。

　 　

機械
及
び装
置

　
車両
運搬
具

　 工具、
器具
及び
備品

　 ソフ
ト
ウェ
ア

　 合計

 
取得価
額
相当額

　 51　 4

　

334

　

55 　

百万円

445

　

減価償却
累
計額相当
額

17　 1

　

172

　

39

　

231

　

期末残
高
相当額

　 34　 3
　
161

　
15

　
214

　なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。

②　未経過リース料期末残高相当額
百万円

１年以内 99

１年超 206

合計 306

　なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法により算定し

ております。

②　未経過リース料期末残高相当額
百万円

１年以内 82

１年超 131

合計 214

　なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法により算定し

ております。

③　支払リース料及び減価償却費相当額
百万円

支払リース料 123

減価償却費相当額 123

③　支払リース料及び減価償却費相当額
百万円

支払リース料 102

減価償却費相当額 102

④　減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

④　減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

　

(有価証券関係)

　

前事業年度(平成20年３月31日現在)

子会社株式で時価のあるものは、ありません。

　

当事業年度(平成21年３月31日現在)

子会社株式で時価のあるものは、ありません。
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(税効果会計関係)

　
前事業年度

(平成20年３月31日)
当事業年度

(平成21年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(1) 流動資産の部 　

　　　繰延税金資産 百万円

　　　　賞与引当金 659

　　　　棚卸資産評価損 335

　　　　外国法人税額 1,898

未払事業税 758

　　　　その他 457

　　　繰延税金資産小計 4,109

　　　評価性引当額 △1,186

差引繰延税金資産 2,923

繰延税金負債との相殺 △22

繰延税金資産の純額   2,901

　

　

　

　

繰延税金負債 　

　固定資産圧縮積立金 △22

繰延税金負債合計 △22

繰延税金資産との相殺 22

繰延税金負債の純額 －

　 　

(2) 固定負債の部 　

　　　繰延税金資産 百万円

　　　　減価償却費 458

　　　　減損損失 505

　　　　その他 695

　　　繰延税金資産小計 1,659

　　　評価性引当額 △652

　　　差引繰延税金資産 1,007

　　　繰延税金負債との相殺 △1,007

　　　繰延税金資産の純額 －

　 　

　　　繰延税金負債 　

　　　　前払年金費用 △1,659

　　　　固定資産圧縮積立金 △266

　　　　子会社株式評価損 △114

　　　　その他 △88

　　　繰延税金負債合計 △2,128

　　　繰延税金資産との相殺 1,007

　　　繰延税金負債の純額 △1,121

 

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(1) 流動資産の部 　

　　　繰延税金資産 百万円

　　　　賞与引当金 612

　　　　棚卸資産評価損 360

　　　　未払費用

　　　　外国法人税額

183

164

固定資産除却損 148

　　　　その他 546

　　　繰延税金資産小計 2,016

　　　評価性引当額 △3

差引繰延税金資産 2,013

繰延税金負債との相殺 △22

繰延税金資産の純額 1,990

　 　

繰延税金負債 　

　固定資産圧縮積立金 △22

繰延税金負債合計 △22

繰延税金資産との相殺 22

繰延税金負債の純額 －

　 　

(2) 固定負債の部 　

　　　繰延税金資産 百万円

　　　　減価償却費 501

　　　　減損損失 249

　　　　その他 707

　　　繰延税金資産小計 1,459

　　　評価性引当額 △503

　　　差引繰延税金資産 956

　　　繰延税金負債との相殺 △956

　　　繰延税金資産の純額 －

　 　

　　　繰延税金負債 　

　　　　前払年金費用 △1,725

　　　　固定資産圧縮積立金 △267

　　　　子会社株式評価損 △210

　　　　その他 △61

　　　繰延税金負債合計 △2,265

　　　繰延税金資産との相殺 956

　　　繰延税金負債の純額 △1,309
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　 前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　 ％

　　法定実効税率 40.7

　　(調整) 　

　　交際費等永久に損金に
　　算入されない項目

0.1

　　法人税特別控除額 △0.5

　　評価性引当額 △1.5

 　 抱合せ株式消滅差益 △0.4

　　その他 △0.2

　　税効果会計適用後の
　　法人税等の負担率

38.2

 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が法定実効税率の百分の五以下であ

るため注記を省略しております。
 

　

EDINET提出書類

ミツミ電機株式会社(E01785)

有価証券報告書

 92/108



(企業結合等関係)

前事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　当社は、平成19年10月１日付で、子会社である九州ミツミ株式会社を吸収合併いたしました。

１. 結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称並

びに取引の目的を含む取引の概要

    (1) 結合当事企業

        九州ミツミ株式会社

    (2) 事業の内容

        電気、通信機器部品の製造販売

    (3) 企業結合の法的形式

        吸収合併

    (4) 結合後企業の名称

        ミツミ電機株式会社

    (5) 取引の目的を含む取引の概要

    当社グループの事業の構造改革を行い、事業の選択と集中、関連技術の融合化による製品開発の効率化、

相乗効果を図るとともに人材の有効活用を行うことを目的として九州ミツミ株式会社を吸収合併いた

しました。

２. 実施した会計処理の概要

      「企業結合に係る会計基準」(企業会計審議会　平成15年10月31日)及び「企業結合会計基準及び事業分離

等会計基準に関する適用指針」(企業会計基準委員会　改正平成18年12月22日　企業会計基準適用指針第10

号)に基づき、共通支配下の取引として会計処理を行いました。

　

当事業年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

　該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

　

　
前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

１株当たり純資産額 1,612.63円 1,655.06円

１株当たり当期純利益金額 289.44円 92.30円

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額

285.53円

　なお、潜在株式調整後１株当たり当
期純利益金額については、潜在株式
が存在しないため記載しておりませ
ん。

(注)　算定上の基礎

 　 　１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

　

項目
前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

１株当たり当期純利益金額 　 　

当期純利益(百万円) 24,975 8,073

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る当期純利益(百万円) 24,975 8,073

普通株式の期中平均株式数(千株) 86,288 87,461

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 　 　

当期純利益調整額(百万円) － －

普通株式増加数(千株) 1,180 －

(うち新株予約権付社債) (1,180) (－)

希薄化効果を有しないため、潜在株式
調整後１株当たり当期純利益金額の算
定に含まれなかった潜在株式の概要

－ －

　

(重要な後発事象)

　該当事項はありません。
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

有価証券の金額が資産総額の100分の１以下であるため、財務諸表等規則第124条の規定により、記

載を省略しております。

　

【有形固定資産等明細表】

　

資産の種類
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は

償却累計額
(百万円)

当期償却額
(百万円)

差引
当期末残高
(百万円)

有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　建物 17,371 303 268 17,4069,911 626 7,495

　構築物 1,165 70 37 1,199 739 68 459

　機械及び装置 61,4173,567 3,98960,99551,0275,216 9,967

　車両運搬具 535 53 50 537 422 48 114

　工具、器具及び備品 27,4083,091 3,21127,28823,6223,441 3,666

　土地 5,489 － － 5,489 － － 5,489

　建設仮勘定 221 176 205 192 － － 192

有形固定資産計 113,6087,262 7,762113,10785,7229,40127,384

無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　特許権 14 0 － 14 11 1 3

　ソフトウェア 3,964 674 807 3,831 1,768 845 2,063

　施設利用権 40 － 1 39 19 2 19

　電話加入権 30 － － 30 － － 30

無形固定資産計 4,049 674 808 3,915 1,799 849 2,116

長期前払費用 653 － － 653 560 174 92

(注)　１ 当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。

　　　　 　機械及び装置　　　　　　厚木事業所　　　　　1,376百万円

　　　　 　　　　　　　　　　　　　山形事業所　　　　　　939百万円

　　　　 　工具、器具及び備品　　　厚木事業所　　　　　1,130百万円

　　　　 　　　　　　　　　　　　　要素部品事業本部　　　855百万円

　　　　 　　　　　　　　　　　　　九州事業所　　　　　　758百万円

　　　２ 当期減少額のうち主なものは、次のとおりであります。

　　　　 　機械及び装置　　　　　　山形事業所　　　　　3,030百万円

　　　　 　　　　　　　　　　　　　厚木事業所　　　　　　682百万円

　　　　 　工具、器具及び備品　　　山形事業所　　　　　1,309百万円

　　　　 　　　　　　　　　　　　　厚木事業所　　　　　　941百万円

　　　３ 当期減少額には、固定資産の圧縮記帳額が含まれております。詳細は注記事項(貸借対照表関係)

　 「※３国庫補助金等の受入による有形固定資産の圧縮記帳額」に記載しております。
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【引当金明細表】

　

区分
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用)
(百万円)

当期減少額
(その他)
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金 106 49 － 28 127

賞与引当金 1,620 1,505 1,620 － 1,505

(注)　貸倒引当金の当期減少額(その他)は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

①　資産の部

(イ)現金及び預金

　

項目 金額(百万円) 項目 金額(百万円)

現金 3 預金
 

　 　 当座預金 17,411

　 　 普通預金 1,902

　 　 定期預金 4,853

　 　 別段預金 3

　 　 小計 24,170

　 　 合計 24,174

　

(ロ)受取手形

(A) 取引先別内訳

　

取引先 金額(百万円) 取引先 金額(百万円)

三洋ジーエスソフトエナジー㈱ 586 サンケン電気㈱ 15

大和無線電機㈱ 41 ㈱タカチホ 11

㈱ＵＳＥＮ 19 その他 47

　 　 合計 722

　

(B) 期日別内訳

　

期日
平成21年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 計

金額
(百万円)

193 145 187 102 92 722

　

(ハ)売掛金

(A) 取引先別内訳

　

取引先 金額(百万円) 取引先 金額(百万円)

任天堂㈱ 40,299TECH-COM(SH) 853

シャープ㈱ 2,960 マスプロ電工㈱ 823

㈱ルネサス テクノロジ 935 その他 20,243

　 　 合計 66,116
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(B) 回収及び滞留状況

　

区分

前期末残高
(百万円)

(Ａ)

当期発生高
(百万円)

(Ｂ)

当期回収高
(百万円)

(Ｃ)

当期末残高
(百万円)

(Ｄ)

回収率(％)
 

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
　(Ａ)＋(Ｄ)　
　 ２ 　
　 (Ｂ) 　
　 365 　

売掛金 89,823 359,884383,590 66,116 85.3 79.1

(注)　消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記には消費税等が含まれております。

　

(ニ)材料支給債権

　

区分 部品加工業者 製品組立業者 計

金額(百万円) 78 5,969 6,047

　

(ホ)たな卸資産

　

品名
商品及び製品
(百万円)

仕掛品
(百万円)

原材料及び貯蔵品
(百万円)

計(百万円)

半導体デバイス 117 1,266 1,677 3,061

光デバイス 10 143 664 818

機構部品 470 1,295 12,097 13,862

高周波部品 101 84 2,378 2,564

電源部品 216 1,020 246 1,483

情報通信機器 184 56 936 1,176

その他 － － 800 800

計 1,100 3,867 18,800 23,768

　

(ヘ)関係会社株式

　

区分 金額(百万円)

連結子会社株式 19,259

非連結子会社株式 198

合計 19,458

　

(ト)関係会社出資金

　

区分 金額(百万円)

連結子会社出資金 15,618

合計 15,618
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②　負債の部

(イ)支払手形

(A) 支払先別内訳

　

取引先 金額(百万円) 取引先 金額(百万円)

日本エレクトロニクス㈱ 415 篠原工業㈱ 69

アオイ電子㈱ 290 ㈱メイコー 61

富士ソフト㈱ 105 その他 896

　 　 合計 1,838

　

(B) 期日別内訳

　

期日
平成21年
４月

５月 ６月 ７月 計

金額(百万円) 572 573 365 327 1,838

　

(ロ)買掛金

　

取引先 金額(百万円) 取引先 金額(百万円)

任天堂㈱ 7,219 和多田印刷㈱ 1,145

青島三美電機有限公司 3,811 天津三美電機有限公司 977

珠海三美電機有限公司 1,778 その他 15,788

　 　 合計 30,720
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(3) 【その他】

特記事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日 ３月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り 　

　　取扱場所
（特別口座）
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

　　株主名簿管理人
（特別口座）
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社

　　取次所 ―

　　買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

　電子公告とします。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公
告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行います。
　なお、電子公告は、当社ホームページに掲載しており、そのアドレスはつぎのとおりで
す。
  http://www.mitsumi.co.jp

株主に対する特典 該当事項はありません。

（注）　当会社の株主（実質株主を含む。以下同じ。）は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利

以外の権利を行使することはできない。

　(1) 会社法第189条第２項各号に掲げる権利

　(2) 会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

　(3) 株主の有する株式数に応じて募集株式の割当ておよび募集新株予約権の割当てを受ける権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、親会社等はありません。

　

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。

　

(1) 
有価証券報告書
及びその添付書類

事業年度
(第63期)

自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

　
平成20年６月30日
関東財務局長に提出

　 　 　 　 　 　

(2) 
四半期報告書、
四半期報告書の確認書

第64期
第１四半期

自　平成20年４月１日 
至　平成20年６月30日

　
平成20年８月12日
関東財務局長に提出

　

　 　 　 　 　 　

 　
第64期 
第２四半期

自　平成20年７月１日 
至　平成20年９月30日

　
平成20年11月13日 
関東財務局長に提出

　

　 　 　 　 　 　

 　
第64期 
第３四半期

自　平成20年10月１日 
至　平成20年12月31日

　
平成21年２月12日 
関東財務局長に提出

　

　 　 　 　 　 　

(3) 
有価証券報告書の
訂正報告書

事業年度 
(第62期)

自　平成18年４月１日 
至　平成19年３月31日

　
平成20年８月26日 
関東財務局長に提出

　

　 　 　 　 　 　

　 　
事業年度 
(第63期)

自　平成19年４月１日 
至　平成20年３月31日

　
平成20年８月26日 
関東財務局長に提出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書
　

　

平成20年６月27日
　

ミツミ電機株式会社

取締役会　御中

　

　

監査法人　トーマツ 　

　
指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　鶴　　野　　隆　　一　㊞

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　桃　　崎　　有　　治　㊞

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　藤　　本　　貴　　子　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられているミツミ電機株式会社の平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの連結会計年度

の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・

フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、ミツミ電機株式会社及び連結子会社の平成２０年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示してい

るものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

(注) １　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。

　　 ２　連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
　

　

平成21年６月26日
　

ミツミ電機株式会社

取締役会　御中

　

　

監査法人　トーマツ 　

　
指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　桃　　崎　　有　　治　㊞

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　藤　　本　　貴　　子　㊞

　

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられているミツミ電機株式会社の平成２０年４月１日から平成２１年３月３１日までの連結会計年度

の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・

フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、ミツミ電機株式会社及び連結子会社の平成２１年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示してい

るものと認める。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、ミツミ電機株式

会社の平成２１年３月３１日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備

及び運用並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部

統制報告書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載

を完全には防止又は発見することができない可能性がある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠

して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な

虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行わ

れ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体

としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、ミツミ電機株式会社が平成２１年３月３１日現在の財務報告に係る内部統制は有効である

と表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制

の評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示し

ているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

(注) １　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。

　　 ２　連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
　

　

平成20年６月27日
　

ミツミ電機株式会社

取締役会　御中

　

　

監査法人　トーマツ 　

　
指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　鶴　　野　　隆　　一　㊞

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　桃　　崎　　有　　治　㊞

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　藤　　本　　貴　　子　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられているミツミ電機株式会社の平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの第６３期事業

年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を

行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見

を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、ミツミ電機株式会社の平成２０年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営

成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

(注) １　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。

　　 ２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
　

　

平成21年６月26日
　

ミツミ電機株式会社

取締役会　御中

　

　

監査法人　トーマツ 　

　
指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　桃　　崎　　有　　治　㊞

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　藤　　本　　貴　　子　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられているミツミ電機株式会社の平成２０年４月１日から平成２１年３月３１日までの第６４期事業

年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を

行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見

を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、ミツミ電機株式会社の平成２１年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営

成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

(注) １　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。

　　 ２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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